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阪 神大 震 災 、ナ ホ ト カ号 油 流 出事 故 、 JCO 臨 界 事故 、 更 には 、 医 療 事

故 から 経 済 危機 ま で 、我 が 国 にお け る 危機 管 理 は、 ① 意 思決 定 が 遅 い 、

② 情報 伝 達 が不 正 確 、③ 指 揮 命令 系 が 混乱 、 ④ 情報 統 合 機関 が 欠 如 、 ⑤

セ クシ ョ ナ リズ ム 、 ⑥リ ー ダ ーシ ッ プ 欠如 等 、 数多 く の 問題 が 指 摘 さ れ

て いる が 、 これ ら の 根本 的 な 要因 と し てマ ネ ジ メン ト ・ シス テ ム が 標 準

化 され て い ない こ と があ る 。  

ま た、 ① 村 社会 の 文 化、 ② ピ ラミ ッ ド 型行 政 組 織、 ③ 稟 議制 な ど も 危

機 発生 時 の 対応 に 大 きな 影 響 を与 え て いる 。  

こ のよ う な 問題 を 克 服し て 、多 く の 組 織や 関 係 者の 緊 密 な連 携 を 促 進

し 、有 効 な マネ ジ メ ント を 実 施す る た めの 一 つ の解 決 策 とし て 、 米 国 で

広 く実 施 さ れて い る ＩＣ Ｓ （ In c id e n t  Co m m a n d  Sy s t e m） の 導入 が 考 え ら

れ る。  

Ｉ Ｃ Ｓ は 、 標 準 化 さ れ た 危 機 時 の マ ネ ジ メ ン ト ・ シ ス テ ム で あ っ て 、

① 事案 の 大 小に 応 じ た 適 サ イズ の 組 織を 編 成 する こ と がで き る 、 ② 現

場 での 自 律 的意 思 決 定が で き る、 ③ 対 応組 織 （ 関係 機 関 の混 成 チ ー ム ）

の 立ち 上 げ 方が 標 準 化さ れ て いる 、 ⑤ 通信 用 語 や通 信 手 順が 標 準 化 さ れ



  

て いる 、 ⑥ 計画 や 報 告様 式 が 標準 化 さ れて い る など の 特 徴を 持 つ 。  

ま た、 こ の よう な 危 機時 の マ ネジ メ ン トを 有 効 に機 能 さ せる た め に は 、

日 頃か ら の 準備 が 極 めて 重 要 であ る 。 そこ で 、 準備 状 況 を評 価 す る た め

に 「準 備 評 価」 を 導 入し 、 政 策評 価 の ひと つ と して 活 用 して い く こ と が

有 効で あ る 。  

米 国で の Ｉ ＣＳ は 、 １９ ７ ９ 年に 消 防 大学 校 で 開発 さ れ て以 来 、 ２ ０

年 以上 の 歳 月を か け て、 一 種 のデ フ ァ クト ・ マ ネジ メ ン トス タ ン ダ ー ド

と して 自 然 に全 米 に 普及 し た 。現 在 で は、 ほ と んど の 州 、ほ と ん ど の 連

邦 機関 で 公 式に 採 用 され て い る。 米 国 でも Ｉ Ｃ Ｓが 開 発 され る 以 前 は 、

我 が国 が 現 在抱 え る 問題 と 同 様の 多 く の問 題 を 抱え て い たが 、 現 在 で は

大 幅に 改 善 され て い る。  

文 化の 違 い もあ り 、 その ま ま 輸入 す る こと は 困 難が 多 い が、 多 少 修 正

し 、時 間 を かけ て も ＩＣ Ｓ を 導入 す べ きで あ る 。  
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放 送大 学 大 学院 政 策 経営 プ ロ グラ ム  

小  池  貞  利  

はじめに  

 阪神 大 震 災、 ナ ホ トカ 号 油 流出 事 故 、 JCO 臨 界事 故 、 更に は 、 医 療 事

故 から 経 済 危機 ま で 、我 が 国 にお け る 危機 管 理 は、 準 備 不足 、 組 織 間 の

連 携不 足 、危 機 発 生 後の 対 応 の遅 さ 等、数 多 く の問 題 が 指摘 さ れ てい る 。

危 機自 体 は 、ど こ の 国に も あ るこ と だ が、 日 本 とい う 国 は、 ど う も そ の

危 機の 発 生 に備 え る こと 、 及 び、 そ れ が発 生 し た後 の 対 応の ま ず さ に 、

何 か致 命 的 な側 面 が ある の で はな い だ ろう か 。  

 これ ま で にも 、 危 機管 理 が 声高 ら か に叫 ば れ 、さ ま ざ まな 研 究 が 行 わ

れ てき た 。 火山 噴 火 への 対 応 、地 震 へ の対 応 、 放射 能 事 故へ の 対 応 、 数

え 上げ れ ば きり が な い。 し か しな が ら 、こ れ ら の危 機 管 理の 共 通 ベ ー ス

と なる よ う なマ ネ ジ メン ト ・ シス テ ム 自体 に つ いて は 、 余り 多 く は 研 究

さ れて い な い。 ど の よう な 危 機が 訪 れ ても 、 そ の被 害 を 小 限 に 抑 え 、

迅 速に 回 復 させ る た めの シ ス テム 、 そ れに は 、 何か 共 通 の基 礎 的 な 側 面

が ある よ う な気 が し てな ら な い。  

 「 エ ク セ レ ン ト ・ カ ン パ ニ ー 」（ T・ ピ ー タ ー ズ ＆ R・ ウ ォ ー タ ー マ ン

著 、大 前 研 一訳 、 講 談社 、 １ ９８ ２ 年 ）と い う 著作 が あ る。 こ れ は 、 当

時、日 本 と の競 争 に 苦戦 し て いた 米 国 企業 数 百 社の な か から 業 績 もよ く 、

イ メー ジ も 進歩 的 な 優秀 な 会 社４ ３ 社 を選 び 、 他の 一 般 の会 社 と 際 立 っ

て 異な る 共 通の 特 徴 （エ ク セ レン ス の エッ セ ン ス） を 見 出そ う と 試 み た
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作 品で あ る 。当 初 、 作業 チ ー ムは 、 コ ンサ ル タ ント の 用 いる 通 常 の 経 営

分 析手 法 に よっ て 、 ハー ド ・ デー タ を 基に 、 定 性的 、 定 量的 な 比 較 検 討

を 行っ た が 、何 ら 共 通項 も 法 則性 も 見 出せ な か った と い う。 し か し 、 こ

の 研究 チ ー ムは 、 ハ ード ・ デ ータ に 固 執せ ず 、 手法 を 途 中か ら 全 て イ ン

タ ビュ ー に 切り 替 え 、エ ク セ レン ト ・ カン パ ニ ーと そ う でな い 会 社 の 共

通 のソ フ ト の相 違 点 を見 出 し た。 そ れ が、 エ ク セレ ン ト ・カ ン パ ニ ー の

８ 要素 （ ① 行動 の 重 視、 ② 顧 客へ の 密 着、 ③ 人 の重 視 、 ④自 主 性 ・ 企 業

家 精神 の 尊 重、 ⑤ 単 純で 小 さ な組 織 、 ⑥基 軸 事 業へ の 傾 斜、 ⑦ 価 値 観 に

根 ざし た 実 践、 ⑧ 自 由と 規 律 の共 存 ） であ る 。  

危 機管 理 に おい て も 、こ の よ うな 、 い わゆ る 「 危機 管 理 のベ ス ト プ ラ

ク ティ ス 」 なる も の を見 出 す こと が で きな い も ので あ ろ うか 。 こ れ が 、

本 研究 の 目 的で あ る 。  

な お、 危 機 管理 は 、 準備 、 対 応、 回 復 、軽 減 の ４つ の フ ェー ズ に 分 け

て 議論 さ れ るこ と が 多い が 、 我が 国 に おい て 、 特に 多 く の問 題 が 指 摘 さ

れ てい る 準 備と 対 応 のふ た つ のフ ェ ー ズに 焦 点 をあ て る こと と し た。  
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第１章  危機管理の定義  

 危機 管 理 をひ と つ のマ ネ ジ メン ト ・ シス テ ム とし て 捉 えて い く た め に

は 、ま ず 、 初 に 危 機管 理 と いう マ ネ ジメ ン ト ・シ ス テ ムに 含 ま れ る 範

囲 、言 い 換 えれ ば 、 危機 管 理 の定 義 を 明確 に す る必 要 が ある が 、 実 際 の

と ころ 、 明 確に 「 危 機管 理 」 を定 義 し た法 律 が ある わ け でも な く 、 世 界

的 に見 て も 、極 め て 曖昧 な 用 語に な っ てい る 。  

 類似 の 意 義を 持 っ た用 語 も 多数 存 在 する 。 米 国に は 、 日本 で 言 う 「 危

機 管 理 」 に ほ ぼ 相 当 す る 用 語 に 、「 ク ラ イ シ ス ・ マ ネ ジ メ ン ト （ C r i s i s  

M an a g e me n t ）」「 コ ン シ ク エ ン ス ・ マ ネ ジ メ ン ト （ C on s eq u en c e  

M an a g e me n t ）」「 エ マ ー ジ ェ ン シ ー ・ マ ネ ジ メ ン ト （ E me rg e n cy  

M a n a g e m e n t）」「 リ ス ク ・ マ ネ ジ メ ン ト （ R i s k  M a n a g e m e n t）」 等 が あ る 。 

 米 国 政 府 国 内 テ ロ 対 策 計 画 1  ( C O N P L A N )は 、 ク ラ イ シ ス ・ マ ネ ジ メ

ン ト 2 を「 テ ロ行 為 を予 測・予 防・解 決す る た めに 必 要 な資 源 を 適 切 に

配 分す る こ と」 と し 、コ ン シ クエ ン ス ・マ ネ ジ メン ト を 「被 害 に 遭 っ た

政 府機 関 ・ 企業 ・ 個 人等 に 緊 急支 援 を 実施 す る こと 」 と 定義 し て い る 。

ま た、 エ マ ージ ェ ン シー ・ マ ネジ メ ン トの 意 義 は、 連 邦 非常 事 態 管 理 庁

（ F ed e r a l  E me rg e n c y  M an a g e men t  A g en cy :  F E M A） の設 置 目 的に 「災害に

対 する 計 画 や対 応 、災 害か ら の回 復 、災 害の 緩 和を 実 施 する こ と 」 3 と

さ れて い る こと か ら 推定 で き るが 、 実 際に は 、 エマ ー ジ ェン シ ー ・ マ ネ

ジ メン ト は 、コ ン シ クエ ン ス ・マ ネ ジ メン ト と ほぼ 同 義 とし て 使 用 さ れ

て いる 。  

                                                      
1  U n i t e d  S t a t e s  G o v e r n m e n t  I n t e r a g e n c y  D o m e s t i c  Te r r o r i s m  C o n c e p t  o f  O p e r a t i o n  P l a n  
2  ク ラ イ シ ス マ ネ ジ メ ン ト は 、 対 応 を 誤 る と 組 織 の 存 続 事 態 が 危 機 に さ ら さ れ る よ う な 事

案 へ の 対 処 を 指 し て お り 、 テ ロ 対 策 の 他 、 一 般 的 に 民 間 企 業 の 経 営 危 機 対 策 で よ く 使 わ れ る

単 語 で あ り 、 民 間 企 業 で は そ の た め に 作 成 す る 計 画 を B u s i n e s s  C o n t i n u i t y  P l a nと 読 ん で い る 。

（ 近 は C o n t i n g e n c y  P l a nと は 言 わ な い 。）  
3  h t t p : / / w w w. f e m a . g o v / a b o u t / h i s t o r y. s h t m   
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 で は 、 リ ス ク ・ マ ネ ジ メ ン ト と は 何 か 。 リ ス ク （ R i s k） は 、 も 単 純

化 する と 、発 生 確 率（ P ro b a b i l i t y）と 結 果（ Co ns e qu e n c e）の 積「 R = P 

× C」 で 定 義 さ れ る 4 。 言 い 換 え れ ば 、 好 ま し く な い 結 果 の 期 待 値 で

あ る。こ の リス ク を 適切 に 管 理す る こ とが リ ス ク・マ ネ ジメ ン ト であ る 。

そ し て 、 発 生 確 率 （ P） に 働 き か け る 活 動 を 「 予 防 （ P r e v e n t i o n）」 と 呼

び 、 結 果 （ C ） に 働 き か け る 活 動 を 「 準 備 （ P r e p a r ed n e s s ）」 5 「 対 応

（ R e s p o n s e）」 6 「 回 復 （ Recove ry）」 7 「 軽 減 （ M it i g a t i o n）」 8 等 と 呼

ぶ 。  

 この よ う にリ ス ク を定 義 す ると 、 上 述の ク ラ イシ ス ・ マネ ジ メ ン ト 、

コ ンシ ク エ ンス ・ マ ネジ メ ン トは 、 リ スク ・ マ ネジ メ ン トの 特 殊 な 分 野

だ とい う こ とが 判 る 。つ ま り 、ク ラ イ シス ・ マ ネジ メ ン トは 、 戦 争 ・ テ

ロ ・産 業 災 害等 重 大 な結 果 を 招く 恐 れ があ る リ スク に 対 して 主 と し て 発

生 確 率 （ P） に 働 き か け 予 防 に 努 め る 作 業 、 コ ン シ ク エ ン ス ・ マ ネ ジ メ

ン トは 、 自 然災 害 等 の完 全 に 予防 す る こと が 不 可能 な リ スク に 対 し 主 と

し て 結 果 （ C） に 働 き か け 好 ま し く な い 結 果 の 低 減 を 図 る 作 業 と 言 う こ

と にな る 。 これ ら を 整理 す る と図 １ － １の よ う にな る 。  

 日本 国 内 の文 献 で は 、佐 々 淳行 が 、危 機 を「 生 命・財 産 や 組 織 の 名 誉 ・

存 続に 関 わ る重 大 事 件・事 故 」 9 と 定 義し 、こ れを 適 切 に乗 り 切 る た め

の 活動 を 危 機管 理 と して 、多 くの 書 物 で類 似 の 意味 合 い が使 わ れ てい る 。

し かし な が ら、 こ れ は、 米 国 でい う ク ライ シ ス ・マ ネ ジ メン ト と コ ン シ

                                                      
4  S t a n  K a p l a n [ 1 9 9 7 ]  
5  準 備 ＝ 研 修 や 訓 練 を 実 施 し 、 各 種 資 機 材 ・ 体 制 を 整 え る こ と で 災 害 に 備 え る 活 動 。  
6  対 応 ＝ 災 害 が 発 生 し た 時 に 、 迅 速 に 捜 索 救 助 活 動 を 実 施 す る と 同 時 に 、 災 害 の 拡 大 を 防

止 し 、 被 害 を 小 限 に 抑 え る 活 動 。  
7  回 復 ＝ 対 応 活 動 が 終 了 し た 後 、 平 常 時 の 活 動 に 迅 速 に 復 帰 す る た め に 行 う 活 動 。  
8  軽 減 ＝ 発 生 し た 災 害 を 教 訓 に 次 回 同 様 の 災 害 が 発 生 し た 場 合 に そ の 被 害 を 小 限 に 押 さ

せ る た め の 防 護 策 を と る 活 動 。 例 ： 危 険 要 素 の 特 定 、 建 築 基 準 ・ 構 造 基 準 等 の 設 定 、 土 地 利

用 計 画 、 資 金 援 助 に よ る 動 機 付 け 、 保 険 等  
9  佐 々 淳 行 「 1 9 9 9」、 2 ペ ー ジ  
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ク エン ス・マ ネ ジ メ ント の 双 方を 含 む 意味 合 い にな っ て いる 場 合 が多 い 。 

 また 、 リ スク ・ マ ネジ メ ン トの J I S 規 格 で あ る「 リ ス ク・ マ ネ ジメ ン

ト ・シ ス テ ム構 築 の ため の 指 針」（ J I S Q20 01） では 、「 緊急 事 態 」と し

て 「組 織 及 び関 係 者 の資 産 、 活動 又 は 人命 が 危 機に さ ら され 、 組 織 の 経

営 を深 刻 な 事態 に 至 らし め る おそ れ が あり 、 緊 急の 行 動 をと る 必 要 が あ

る と判 断 さ れる 事 態 」と い う 定義 が な され て い る。  

 この 他 に も、 自 然 災害 を リ スク ・ マ ネジ メ ン ト、 人 的 要因 に よ る 災 害

を クラ イ シ ス・マ ネ ジメ ン ト と呼 ぶ 説（ ア イ ア ン・ミ ト ロフ ） 1 0 等 、実

に 多様 な 定 義が な さ れて い る が 、本 研 究で は 、J I S規 格 に 定義 さ れ て い る

「 緊急 事 態」に 相 当 する も の を適 切 に 管理 す る ため の 作 業を 基 本 的に「 危

機 管理 」 と 呼ぶ こ と し、 米 国 で言 う コ ンシ ク エ ンス ・ マ ネジ メ ン ト に 相

当 する 部 分 につ い て 中心 に 議 論す る こ とと す る 。  

 

Risk  Management  

C r i s i s  
M a n a g e m e n t

リ ス ク の 予 防 、 低

減 、 転 換 （ 保 険 ）  

戦 争 ・ テ ロ 等 の

重 大 な 結 果 を 招

く リ ス ク の 予

防 、 低 減  

災 害 等 の 好 ま し く

な い 結 果 の 低 減

（ 準 備 、 対 応 、 回

復 、 軽 減 ）

C o n s e q u e n c e  
Ma na g e m e nt  

図  1 -1 危 機 管 理 関 連 マ ネ ジ メ ン ト の 相 互 関 係

                                                      
1 0  ア イ ア ン ・ ミ ト ロ フ 「 2 0 0 1」、 2 1 ペ ー ジ  
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第２章  我が国の災害事例に見られる主要問題点  

我 が国 は 、 地震 や 台 風の 多 い 国で あ り 、ま た 、 電力 資 源 の３ ０ パ ー セ

ン ト近 く を 原子 力 発 電に 依 存 し、 石 油 資源 の 大 半を 中 東 に依 存 し て い る

こ とな ど か ら、 こ れ まで に も 数々 の 大 地震 、 台 風被 害 、 原子 力 災 害 、 大

規 模タ ン カ ー事 故 等 を経 験 し てき た 。 そし て 、 その 都 度 、数 多 く の 問 題

点 が指 摘 さ れ、 改 善 され た も のも あ る 。し か し なが ら 、 あら ゆ る 災 害 等

の 危機 管 理 に共 通 す る問 題 点 で、未 だ に解 決 で きな い も のが 数 多 くあ る 。

ま ず、 初 に主 要 な 災害 事 例 から こ の よう な 問 題点 が 何 なの か を 抽 出 し

て みる 。  

１  主 な 災 害事 例  

(1 ) 阪 神 ・ 淡路 大 震 災  

１ ９９ ５ 年 １月 １ ７ 日午 前 ５ 時４ ６ 分 、兵 庫 県 南部 を 震 源と し

て マグ ネ チ ュー ド ７ ．２ の 地 震が 発 生 、死 者 ６ ，４ ３ ０ 人 、全 壊

家 屋１ ０ ４ ，９０ ０ 棟と い う 大震 災 と なっ た 。被 害総 額 は 、９ 兆

～ １２ 兆 円 と言 わ れ てい る 。  

こ の震 災 後 、報 道 等 によ り 指 摘さ れ た 主な 事 項 は次 の と おり で

あ る。  

・  兵 庫県 、神 戸 市 の 初 期 対 応 の 遅 れ と ま ず さ 、そ の 後 の 救 援 ・

復 旧活 動 の 混乱  

・  自 衛隊 の 出 動の 遅 れ  

・  政 府対 応 の 遅れ  

・  情 報収 集 の 遅れ  

・  情 報伝 達 手 段の 欠 如  

・  情 報統 合 機 関の 欠 如  
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・  首 相・ 知 事 等の リ ー ダー シ ッ プ欠 如  

日 経新 聞 の 世論 調 査 1 に よ れ ば 、政 府 の対 応 が 遅す ぎ る と答 え

た 人は 、５ ９％ に の ぼり 、政 府へ の 要 望事 項 と して は 、１ 位が「 迅

速 な救 援・救 助 活 動」、２ 位 が「 正 確 な 情報 伝 達」、３ 位 が「 指 示

系 統の 一 本 化」 で あ った 。  

政 府は 、内 閣総 理 大 臣を 長 と する 対 策 本部 、各 省庁 は そ れぞ れ

の 対策 本 部、県 は 知 事を 長 と する 対 策 本部 、市 は市 長 を 長と す る

対 策本 部 を それ ぞ れ 設置 し 、対 応に あ たっ た 。し かし 、こ れ を 更

に 分 解 し て み る と 、 中 央 省 庁 で は 、 各 省 庁 が 本 省 庁 に 対 策 本 部 、

地 方の 出 先 機関 に 現 地対 策 本 部を 作 り、県 な ど にお い て も、２ 重

３ 重の 対 策 本部 構 造 を作 っ て いた の で、全 体 と して み た 場合 、極

め て多 重 階 層の ピ ラ ミッ ド 構 造と な り、一 体 、誰 が 何 の 意思 決 定

を すべ き な のか 混 乱 して 全 く わか ら な い状 態 と なっ て い た。こ れ

で は、情 報 が上 部 へ の伝 達 に 時間 が か かる と 同 時に リ ー ダー シ ッ

プ が欠 如 し て適 切 な 意思 決 定 が行 わ れ なか っ た とし て も、当 然 の

結 果で あ る 。  

近 畿 地 方 に 大 地 震 は 発 生 し な い と い う 安 全 神 話 は も ろ く も 崩

れ 去り 、災 害に 対 す る準 備 不 足や 対 応 シス テ ム に関 す る 多く の 問

題 を露 呈 さ せる 震 災 とな っ た 。  

(2 ) ナ ホ ト カ号 重 油 流出 事 故  

１ ９９ ７ 年 １月 ２ 日 未明 、 大 しけ の 日 本海 （ 島 根県 隠 岐 島沖 ）

に おい て 、暖 房 用 C 重 油 約 １ ９ ，０ ０ ０ Kｌ を 積ん で 上 海か ら ペ

ト ロパ ブ ロ フス ク へ 航行 中 の ロシ ア 船 籍タ ン カ ー「 ナ ホ トカ 」号

                                                      
1  日 本 経 済 新 聞 １ ９ ９ ５ 年 ２ 月 ２ ０ 日 朝 刊  
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に 破 断 事 故 が 発 生 し た 。 船 体 は 浸 水 し 、 3 1 名 の 乗 組 員 は 救 命 ボ

ー トに 避 難。し か し 船長 は 行 方不 明 と なり 、後 日福 井 県 の海 岸 に

遺 体が 漂 着 した 。  

 船体 は 水 深 約 2 , 500  m の 海 底に 沈 没 した が 、船 体 か ら 分離 し た

船 首 部 分 は 強 い 北 西 季 節 風 に あ お ら れ て 数 日 間 南 東 方 向 へ 漂 流

し 、対 馬 海 流を 横 断 して １ 月 ７ 日 1 3 時 頃 、 越 前加 賀 海 岸国 定 公

園 内の 福 井 県三 国 町 安島 沖 に 座礁 し た 。  

 積み 荷 の 重油 は 、約 6 ,2 40  k l が 海 上 に 流出 。ま た、海 底 に沈 ん

だ 船体 の 油 タン ク に 残る 重 油 約 1 2 , 5 00  k l の 一 部は そ の 後も 漏 出

を 続け た 。  

 海上 に 流 出し た 重 油は 福 井 県を は じ め、日 本 海沿 岸 の ８府 県 に

お よぶ 海 岸 に漂 着 し、環 境 お よび 人 間 活動 に 大 きな 打 撃 を与 え た 。 

被 害総 額 は 、２８ ８ 億円 2 と 言わ れ 、船 長の 他 、重油 除 去 作 業

に 従事 し て いた ボ ラ ンテ ィ ア ５名 が 死 亡し た 。  

こ の事 故 に おい て も 、指摘 さ れた 問 題 は 、阪 神・淡路 大 震 災 の

時 とほ ぼ 同 じで あ る 。当時 の 橋本 首 相 が「認 識 が甘 か っ た 」と 認

め るほ ど 政 府の 初 動 対応 は 遅 れた 。ま た、政 府 の縦 割 り 行政 の た

め 、被害 へ の対 応 は おろ か 、被 害状 況 の調 査 さ え 、連 携 不足 が 目

立 った 。ま た、油 回 収船 の 日 本海 側 へ の未 配 備 など 災 害 に対 す る

準 備不 足 も 指摘 さ れ た。 3

こ の時 も 、政 府 及 び 各自 治 体 は、各 組 織が 多 数 の対 策 本 部を 設

置 し、何 階 層に も 及 ぶ複 雑 な 対策 本 部 のピ ラ ミ ッド が 構 成さ れ て

い た。  

                                                      
2  石 油 連 盟 調 べ 。 清 掃 費 、 漁 業 補 償 費 、 油 回 収 費 、 船 撤 去 費 等 の 合 計 。  
3  日 本 経 済 新 聞 １ ９ ９ ７ 年 ２ 月 １ 日 朝 刊  
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２  多 く の 災害 に 共 通し て 見 られ る 問 題点  

こ れら の 大 規模 な 災 害に 見 ら れる 共 通 の問 題 点 とし て は 、概 ね 次

の よう な 点 を上 げ る こと が で きる 。  

・  救 援や 救 助 活動 が 遅 い  

・  意 思決 定 が 遅い  

・  情 報伝 達 が 遅い  

・  情 報伝 達 が 不正 確  

・  指 揮命 令 系 統が 不 明 確  

・  情 報統 合 機 関の 欠 如  

・  縦 割り 行 政 （セ ク シ ョナ リ ズ ム） に よ る責 任 回 避  

・  リ ーダ ー シ ップ 不 足  

・  準 備不 足  

 これ ら の うち 、 例 えば 情 報 統合 機 関 につ い て は、 首 相 官邸 に 内 閣

危 機管 理 セ ンタ ー が 設置 さ れ 、情 報 伝 達の 正 確 性を 担 保 する た め に

ヘ リテ レ 4 を 関 係 省 庁 が整 備 す るな ど 、部 分 的 に 改善 さ れ てい る も

の もあ る 。 しか し な がら 、 多 くの 問 題 点が 依 然 改善 さ れ てい な い 。

こ れら の 多 くは 、 ハ ード ウ ェ アの 整 備 では な か なか 改 善 でき な い 人

的 要素 に 依 存す る 部 分で あ り 、日 本 文 化に 深 く 根ざ し て いる も の も

あ る。 そ こ で、 次 に 日本 の 危 機管 理 に 根底 に あ る文 化 や 組織 上 の 問

題 点に つ い て考 察 し てみ る 。  

 

 

                                                      
4  ヘ リ コ プ タ ー 映 像 中 継 装 置  
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３  日 本 の 危機 管 理 に見 ら れ る文 化 的 ・組 織 的 側面  

(1 ) 文 化 的 側面   

 我が 国 は 、よ く「 村社 会 」の文 化 で ある と 言 われ る 。では 、「 村

社 会」と は 何で あ ろ うか 。そ れは 、「 誰 かが 助 け てく れ る 」と い う

他 力 本 願 的 な 考 え 方 を 基 本 と す る 甘 え を 許 し あ う 寄 合 的 な 組 織 文

化 であ り 、「 自 分 の 身 は自 分 で 守る 」と いう 欧 米 型の 自 律 を基 礎 に

お い た 組 織 文 化 の 対 極 で あ る 。 こ の よ う な 文 化 に お い て は 、 リ ス

ク を 直 視 し な い 。 す な わ ち 、 欧 米 の よ う に リ ス ク を 合 理 的 に 算 定

し 、便 益 に 見合 っ た リス ク を 引き 受 け ると い う 習慣 に 乏 しい 。  

(2 ) 組 織 論 的側 面  

 日 本 の 行 政 機 関 や 大 企 業 は 、 こ れ ま で 、 合 法 的 権 威 に 基 礎 を 置

い た 非 常 に 多 階 層 の ピ ラ ミ ッ ド 型 組 織 、 す な わ ち 、 伝 統 的 な 官 僚

制 組 織 で あ っ た 。 近 で こ そ 、 民 間 企 業 で は 、 組 織 の フ ラ ッ ト 化

が 徐 々 に 進 行 し て お り 、 様 々 な 組 織 形 態 が と ら れ て い る が 、 行 政

組 織で は 、 まだ ま だ この 多 階 層の 官 僚 制組 織 で ある 。  

 近 代 国 家 ・ 近 代 産 業 資 本 主 義 ・ 軍 隊 な ど 、 近 代 組 織 の 典 型 は 、

こ の官 僚 制 であ る 。ウ ェ ー バ ーに よ っ て提 唱 さ れた こ の 官僚 制 は 、

正 確 性 や 安 定 性 、 信 頼 性 な ど の 面 で 優 れ て い る 反 面 、 訓 練 さ れ た

無 能 力 （ 以 前 の 状 況 下 で 適 切 な 行 動 パ タ ー ン だ っ た も の が 、 状 況

変 化 の 後 に も 持 ち 越 さ れ て し ま い 、 そ の ま ま 継 続 的 に 繰 返 さ れ て

し まう こ と）、セ ク シ ョナ リ ズ ム、目 標 の転 移（規 則 を 守 るこ と が

手 段 で あ っ た に も 関 わ ら ず 、 そ れ 自 体 が 自 己 目 的 化 し て し ま う こ

と ）等 の 問 題を 引 き 起こ す 。  

 ま た 、 こ の 多 階 層 組 織 は 、 情 報 の 伝 達 に 非 常 に 時 間 が か か る 。
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例 え ば 、 係 員 → 主 任 → 係 長 → 課 長 補 佐 → 課 長 → 部 長 → 次 長 → 大 臣

（ 知事 、社 長な ど ）（ トッ プ ダ ウン の 時 はこ の 逆 方向 ）と まと も な

ル ー ト で 情 報 伝 達 し て い た ら 、 伝 達 に 大 変 な 時 間 が か か る と 同 時

に 、 伝 言 ゲ ー ム の よ う に 情 報 が 変 形 す る 。 経 済 学 的 に 言 え ば 、 多

額 のエ ー ジ ェン シ ー ・コ ス ト がか か る 。  

 大 規 模 な 災 害 が 発 生 し た よ う な 場 合 に 、 こ の よ う な 情 報 伝 達 を

行 な っ て い れ ば 、 意 思 決 定 や 命 令 伝 達 に 大 変 な 時 間 が か か る と 同

時 に情 報 が 正確 に 伝 達さ れ な い。  

 また 、日 本の 意 思 決定 法 は 、特 に 行 政組 織 に 見ら れ る が 、基 本 は

「 稟 議 」 で あ る 。 稟 議 と は 、「 上 位 の 偉 い 方 々 に 御 意 向 を お 伺 い す

る 」とい う 意味 を 持 つ古 い 言 葉で あ り 、稟議 制 とは 、計 画や 決 定 が 、

末 端 の 者 に よ っ て 起 案 さ れ た 稟 議 書 を 関 係 官 に 順 次 回 議 し て そ の

印 判を 求 め 、さら に 上位 官 に 回送 し て 、 後 に 決裁 者 に 至る 決 定 方

式 のこ と で ある 。つ まり 簡 単 に言 う と 、実務 を 担当 す る 下の 役 人 が

作 成し た 文 書が 、様 々な 関 係 者（ 上 司 ）の 印 鑑 を押 さ れ なが ら 終

的 に決 定 者 （大 臣 や 局長 な ど ）ま で 届 く制 度 の こと で あ る。  

 辻清 明 は 、稟 議 制 の欠 陥 と して 、（ １ ）能率 の 低下 、（ ２ ）責任 の

分 散 、（ ３ ） 指 導 力 の 分 散 な ど を 挙 げ て い る 。 稟 議 書 が 様 々 な 関 係

者 を経 る こ とに よ っ て意 思 決 定ま で 時 間が か か る 。決 定 手続 き が 下

か ら上 が る ため 、上 司は そ の 稟議 書 に 印鑑 を 押 すだ け と なり 、自 分

が 関 与 し た り 決 定 し た り し て い る と い う 意 識 が 乏 し く な り が ち で

あ る 。 そ し て 、 そ の 組 織 の 長 が リ ー ダ ー シ ッ プ を 取 ろ う と し て も、

現 実に は 稟 議書 が 末 端か ら 発 案さ れ 、決 裁に 回 され る た め 、組 織 の

長 の思 う よ うに は 動 かな い 。実 際 に は 、稟 議 に よら な い 意思 決 定 5

                                                      
5  西 尾  勝 [ 1 9 9 6 ]、 2 6 6 ペ ー ジ  
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も 多数 あ る が 、稟 議 書を 実 際 に回 す か 回さ な い かは 別 と して 、意 思

決 定の 方 向 とし て 、下 か ら 上 、す な わ ち 、ボ ト ムア ッ プ 型の も の が

多 く 、ト ッ プダ ウ ン 型の 意 思 決定 は 少 ない 。逆 に 、ト ッ プダ ウ ン で

物 事を 進 め よう と し ても 、下 から の 抵 抗に 遭 い 、でき な いと い う こ

と すら あ る 。  

 時間 に ゆ とり の あ る平 時 に おい て は 、誤り が 少な く 、確 実な 実 行

が 期待 で き るた め 、こ の 方 法 でよ い 。し か し 、時 間 の な い危 機 的 状

況 が発 生 し た場 合 に は、問 題 であ る 。つ ま り 、こ れ が 、先 に 述 べ た

「 訓練 さ れ た無 能 力」を 生 み、い ざ 、大 規 模 な 災害 が 発 生し 、迅 速

な 意思 決 定 が必 要 な 場合 に も 、誰か 、部 下が た たき 台 を 作っ て く れ

な けれ ば 決 定で き な いと い う 事態 に な る 。つ ま り 、リ ー ダー シ ッ プ

が 欠如 す る 。  

 また 、こ の稟 議 制 が 、会 議 能力 、す なわ ち 、複 数 の 者 が集 ま り 、

身 分 の 上 下 に 拘 る こ と な く 、 情 報 と 知 恵 を 出 し 合 う と い う 能 力 を

低 下 さ せ る 。 普 段 か ら 、 論 理 的 な 議 論 す る 習 慣 を 持 た な い た め で

あ る 。稟 議 の際 、交 わさ れ る 会話 は 、議 論 で は なく 、「 質 問と 答 え」

で ある 。し かし 、危 機的 状 況 にお い て は 、稟 議 によ る の では な く 、

あ ら ゆ る 情 報 を 一 箇 所 に 集 め 、 そ こ で 、 各 組 織 の 代 表 が レ ベ ル の

上 下 に 関 わ り な く 議 論 し 、 作 業 割 り 当 て を 決 め る と い う 意 思 決 定

手 法が 重 要 にな る 。  

 こ の よ う に ピ ラ ミ ッ ド 型 官 僚 制 や 稟 議 に よ る 意 思 決 定 は 危 機 管

理 時に は 、 弊害 に な る。  

４  問 題 解 決に 関 す る一 考 察  

 上 記 の 事 例 を 見 て も わ か る と お り 、 日 本 の 危 機 管 理 に お け る 根 本
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的 な 問 題 は 、 災 害 に 対 す る 準 備 不 足 と 官 僚 制 の た め 迅 速 な 意 思 決 定

を 行え な い 組織 論 上 の問 題 で はな い か と推 定 さ れる 。  

 そ れ で は 、 こ れ ら の 問 題 を 解 決 す る た め に は 、 ど の よ う に し た ら

よ いだ ろ う か。  

 ま ず 、 意 思 決 定 及 び 救 援 ・ 救 助 活 動 を 迅 速 化 す る た め に は 、 災 害

等 の 発 生 状 況 の 全 体 が 見 渡 せ 、 ど ん な 援 助 が 必 要 で あ り 、 何 を ど こ

へ 配 備 す る の が も 効 果 的 で あ る か 瞬 時 に 判 断 で き る 現 場 に 意 思 決

定 権 限 を 委 譲 す る こ と で あ る 。 意 思 決 定 が 迅 速 化 す れ ば 、 救 援 ・ 救

助 活動 も 自 動的 に 迅 速化 す る 。  

 次 に 情 報 伝 達 を 正 確 化 す る た め に は 、 通 信 用 語 を 標 準 化 す れ ば よ

い 。共 通 の 単語 を 使 えば 誤 解 も減 る 。  

 指 揮 命 令 系 統 を 明 確 に す る た め に は 、 全 て の 意 思 決 定 権 限 を 現 場

の 指 揮 官 に 与 え て シ ン プ ル に す れ ば よ い 。 現 場 の 指 揮 官 以 外 は 、 あ

く ま で も 現 場 指 揮 官 か ら の 要 請 に 応 じ た 側 面 支 援 と す れ ば 混 乱 も 減

る 。  

 情 報 統 合 機 関 を 設 置 す る な ら 、 現 場 に 作 れ ば よ い 。 情 報 が も 必

要 なの は 現 場で あ る 。  

 セ ク シ ョ ナ リ ズ ム を 排 除 す る た め に は 、 現 場 の 指 揮 部 に 関 係 機 関

の 代 表 か ら な る プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム を 作 れ ば よ い 。 同 じ 屋 根 の 下 で

意 思決 定 が でき れ ば セク シ ョ ナリ ズ ム も減 少 す る。  

 準 備 体 制 を 改 善 す る た め に は 、 準 備 体 制 を 評 価 す る た め の 標 準 化

さ れ た 評 価 指 標 を 作 り 、 各 地 域 ご と に 評 価 し 、 問 題 点 を 抽 出 す る と

同 時 に 、 各 地 域 間 に 一 種 の 競 争 意 識 を 芽 生 え さ せ 、 互 い に 刺 激 し 合

わ せる と い う策 が あ る。  

 上 記 の 改 善 策 を 全 て 含 ん だ シ ス テ ム は 、 米 国 で 採 用 さ れ て い る Ｉ
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Ｃ Ｓ（ I nc iden t  Co mmand  Sys t em） と 準 備 評価 シ ス テム を 組 み合 わ せ

る こと に よ って 実 現 可能 で あ る。  
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第３章 標準化された対応システム － Incident Command System 

１ 標準化の必要性 

 被害を 小に抑えるためのマネジメントをコンシクエンス・マネジメント

(Consequence Management)と呼び、準備、対応、復旧、軽減の４つのフェーズに分けら

れることは、先に述べたとおりであるが、この内、「対応」については、参加者全員が

共通の知識、認識、手順、目標の下で行動することが望ましい。 

 阪神・淡路大震災やナホトカ号事故、その他の大規模な災害1が発生するたびに指摘

される問題は、遅い救援・救助活動、遅い意思決定、不正確な情報伝達、不明確な指

揮命令系、情報統合機関の欠如、セクショナリズム、リーダーシップの欠如等である。

そして、その度に新たな通信システムの導入、危機管理センターの設置、及び複雑な

マニュアルの作成等が行われてきた。しかし、それらは機能しているだろうか。 

 衛星通信を導入しても、使用される用語が標準化されていなければ、常に誤解を招

く。複雑なマニュアルを制定しても、災害は千差万別であり、 適な対応組織を編成

することは難しい。現場に自律的権限が与えられていなければ、常に上部組織の顔色

を伺わなければならず、迅速な意思決定ができない。共通の目標が設定されていなけ

れば、各自の行動がばらばらになり成果が出ない。 

 このような問題を解決する唯一の手段が、全ての非常事態に共通する非常に基礎的

な部分のみ標準化し、現場に自律的権限を与え、その他の事項は全てその場で考える

という手法である。すなわち、対応時のマネジメントシステムを標準化することであ

る。 

 如何なる高価なハードウェアを導入しようとも、分厚いマニュアルを導入しようと

も、土台となるマネジメントシステムが効果的なものでなければ成果を出すことはで

きない。 

                                                      
1 災害対策基本法第 2 条及び災害対策基本法施行令第１条により定義されたもの。 
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 この標準化されたマネジメントシステムの一例として、米国ですでに幅広く実施さ

れている Incident Command System（ICS）について、次に説明したい。 

２ Incident Command System(ICS) 

(1) 背景 

 米国では、全ての非常事態に共通の対応をするためIncident Command System(ICS)2

という標準化されたシステムがResponse（対応）の段階で使用される。決して法令で

定められたシステムではないが（一部強制化されている事案もある3）、事実上の標

準（デファクトスタンダード）になっており、現在では多くの市・郡・州政府、ほ

とんどの連邦政府機関でこのシステムが採用されている。 

 米国では、１９７０年代、多くの山火事が発生したが、当時のマネージャー達は

多くの問題に直面した。例えば、 

・ 一度に多くの人が、一人の監督者に報告するので処理しきれない。 

・ 対応に参加する機関がそれぞれ異なった組織構造になっており、組織的な対

応が困難である。 

・ 信頼のおける情報が流れてこない。 

・ 通信装置や通信手順が統一化されていない。 

・ 参加機関の間で共通の対応計画を策定するシステムがない。 

・ 指揮命令系統が不明確である。 

・ 参加機関が使用する用語が統一化されていない。 

・ 対応の目標が不明確である。 

等である。 

 これらの問題を解決するための１９７９年に消防大学校（Fire Academy）が開発し

                                                      
2 近は、民間企業の危機管理でもこのシステムが使用されることが多くなっており、内容は同じだが、名称をIncident 
Management System(IMS)とする場合もある。コンセプトは基本的に同じである。 
3 連邦法でHazardous Materials（危険物）については、ＩＣＳによる対応が義務付けられている。 
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たものが「ＩＣＳ」である。 

 ＩＣＳは、次のコンセプトの下で開発された。 

・ 小規模なものから大規模なものまで、事案の大小や事案の種類を問わず使用

できる柔軟性のあるシステムであること。 

・ 各機関が日々の日常的な業務から大規模な災害まで使用できるものであるこ

と。 

・ 全国から駆けつけてくる多種多様な機関の職員が、すみやかに溶け込めるよ

うな共通のマネジメント構造になっていること。 

・ 費用対効果の良いシステムであること。  

 開発初期の頃は、山火事への対応に設計されていたが、山火事だけでなく、刑事

事件への対応や危険物質への対応、その他、如何なる種類の対応にも適用できるこ

とから、現在では、消防機関だけでなく、警察機関、各種の安全管理機関、そして

沿岸警備隊（ＵＳＣＧ）4まで幅広く、ありとあらゆる事件、事案、災害、危機等に

使用されている。 

(2) ＩＣＳの概要 

 正式には、National Interagency Incident Management System(NIIMS) Incident Command 

System(ICS)（全国組織間事案管理システム・事案指揮システム）という。 

 先に述べたとおり、ＩＣＳは事案の大小を問わず適用できる非常に柔軟性の高い

システムになっている。小さいものでは、警察官が一人で対応する事件（この場合

は、一人が全ての機能を果たしていることになる）から多数の機関が関与する大規

模なテロ事件まで、全てに利用できる。主な特徴としては次のとおり。 

・ 拡張可能な柔軟な組織構造 

・ 施設設置手順の標準化 

                                                      
4 ＵＳＣＧでは１９９６年に油汚染事故への対応にＩＣＳを採用して以来、現在では、法令執行、捜索救助まであらゆる分

野でＩＣＳを活用している。（USCG Incident Management Handbook(IMH)［2001］）  
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・ 用語の統一化 

・ Span of Control（監督限界）の設定 

・ Incident Action Plan(IAP)（事案対処計画）の標準化 

・ 役割・責任や手順の明確化 

イ 拡張可能な柔軟な組織構造 

ICS 開発チームは、事案の大小に関わらず、あらゆる事案において、多かれ少

なかれ共通に必要となる機能として、Command（指揮）、Operation（運用）、Planning

（計画）、Logistics（兵站）、Finance/Administration（財務・総務）の５つがある

ことを発見した。これらは、一人の者（Incident Commander）が全てを実施して

も構わないが、必要に応じて、独立したチームを組織しても構わない。いずれに

せよ、まず、 初に Incident Commander（総指揮官）ありきであり、組織は必要

に応じて編成する。図３－１に典型的な ICS の組織図を示す。 

 

図 3-1 ＩＣＳ組織図 

 これら５つの機能の概要は次のとおり。 
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(ｲ) Command（指揮） 

Incident Commander（総指揮官）及び次の Command Staff（指揮部スタッフ）

からなる。 

- Information Officer（報道官） 

- Safety Officer（安全監督官） 

- Liaison Officer（連絡調整官） 

全ての事案において必要となる職は Incident Commander（総指揮）である。

他の職は、必要に応じて指名すれば良い。Information Officer（報道官）は、報

道機関等への情報配布を一元的に担当する。Safety Officer（安全監督官）は、

事案に対応している全ての職員の安全管理を担当し、職員が不必要な危険にさ

らされないよう監督・助言する。Liaison Officer（連絡調整官）は、事案への対

応に協力、支援している組織との連絡調整を一元的に担当する。大きな事案の

場合にはそれぞれの職にアシスタントを付けてもよい。Command Staff（指揮

部スタッフ）を指定しない場合には、Incident Commander（総指揮官）が全て

の役割を負う。 

初に現場に到着した部隊の指揮官が Incident Commander（総指揮官）の役

割を、後に到着した他の指揮官に引継ぎが終わるまで担う。 

 なお、Incident Commander（総指揮）は、事案によって、Single Command（単

独指揮）の場合と Unified Command（合同指揮）の場合がある。多くの事案の

場合、複数の組織（警察、消防、軍、沿岸警備隊、その他）が対応に参加する

ことになるが、その場合、指揮系統が一元化できず多くの問題を生ずる。この

問題に対処するために考えられた手段が Unified Command（合同指揮）であり、

関係する組織が指揮官を指揮部に送り、合議形式で全ての意思決定をするとい

う手法である。 
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(ﾛ) Operation（運用） 

 Operation、及び後に述べる Planning、Logistic、Finance/Administration の４つ

の Section（部）を General Staff（一般スタッフ）という。 

 Operations Section（運用部）の任務は、計画を実行することであり、そのた

めに戦術的な目標を設定し、必要な組織を編成し、命令を発令することである。 

 運用部は、基本的にボトムアップ方式で組織を編成する。すなわち、計画を

実行するためのResources（資源：人・物を含む）があるとする。それらは、ま

ず、総指揮官の直接の指揮の下で 初は活動する。そして、資源が総指揮官の

Span of Control（監督限界）5を越えた時点で、Operations Section Chief（運用部

長）を指名する。（大規模な事案の場合には複数のDeputy（副部長）を指名す

ることもある。） 

 運用部の組織階層構成は、図３－２のようになる。 

図 3-2 運用部組織 

Operations Section Chief 

Branch Branch 

Group Division 

Resources 

 

 Division（係）と Group（班）は、階層的には同じレベルであるが、Division

（係）は、地域ごとに編成（A 地区係、B 地区係等）し、Group（班）は、機

能別（警察班、消防班等）に通常は編成する。各係、班には Supervisor（長）

を一人置く。係を置くか、班を置くか、係・班の両方を置くかは、事案により

総指揮が判断し決定する。 

                                                      
5 一人の指揮官が監督できるのは、３人から 大７人程度であり、５人を 適とする限度枠 
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 係、班の数が Span of Control を超えた場合には、それらを Branch（課）に編

成する。Branch（課）も地域別、機能別、またはその両方により編成する。 

 Resources（資源）が、役割の割振りを得るまで待機する場所を Staging Areas

（待機所）と言い、これも運用部長の指揮下に置く。 

 Resources（資源）には、次の３つの種類がある。 

・ Single Resource（単独資源）{人的資源及び物的資源を含む単独の資源} 

・ Task Force（連合部隊）{異なった種類の単独資源を監督限界の枠内で集

めた資源[消防士と警察官で構成される部隊等]} 

・ Strike Team（機動部隊）{同じ種類の単独資源を監督限界の枠内で集め

た資源[警察官だけの部隊等]} 

 なお、組織を拡大していくにあたっては、単純かつ合理的な組織を常に Span 

of Control を超えない範囲で作っていくことを原則としなければならない。 

(ﾊ) Planning（計画）   

 Planning Section（計画部）の任務は、事案の進展状況の情報収集、評価、状

況報告書の作成、状況掲示板の作成、人的・物的資源の状態の把握、Incident 

Action Plan（事案行動計画）の作成、任務解放計画の作成、その他関連書類の

作成である。Planning Section Chief（計画部長）及び必要な場合には Deputy（副

部長）を置く。 

 計画部は、航空、危険物、環境等の技術的専門家も組み入れ、様々な問題を

予測し、将来的な計画を作成することが特に重要な任務である。 

 計画部は、次の４つの部隊に分ける場合が多い。 

① Resources Unit（資源管理隊）：集まってきた資源（人・物）のチェックイン

を担当し、現在、どんな人的資源が利用可能なのか、どんな資機材がある

のかを管理する。 
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② Situation Unit（状況把握隊）： 新の状況を常に把握し、状況掲示板、状況

要旨、地図やプロジェクターの原稿等を作成する。 

③ Documentation Unit（文書隊）：Incident Action Plan（事案行動計画）を作成

すると同時に、すべての関連文書の整理を担当する。 

④ Demobilization Unit（任務解放隊）：必要のない資源の任務解放計画を作成す

る。 

(ﾆ) Logistic（兵站）  

 Logistic Section（兵站部）の任務は、通信の確保、医療、食料補給、発注、

施設管理、輸送手段確保等、事案への対応に必要な後方支援業務を行うことで

ある。Logistic Section Chief（兵站部長）及び必要な場合には Deputy（副部長）

を置く。 

 兵站部は、次の２つの Branch（課）に分ける場合が多い。 

① Service Branch（保守課） 

・ Communication Unit（通信隊）：通信計画の作成、通信機器の配布、保守、

指令通信所（Incident Communication Center）の管理を担当する。 

・ Medical Unit（医療隊）：事案に対応している人員の医療、救急輸送、及び

医療報告書の作成を担当する。 

・ Food Unit（食料隊）：事案に対応している人員への水、食料の提供を担当

する。  

② Support Branch（支援課） 

・ Supply Unit（供給隊）：必要な人員や資機材の発注を担当する。全ての資

源の発注はこの隊を経由して行わなければならない。この隊を設置しない

場合には、発注業務は、兵站部長の責任で行わねばならない。 

・ Facilities Unit（施設隊）：Base（基地）やキャンプ等の施設の設置、及び
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それらの施設の警備を担当する。（Base や Camp の詳細は後説） 

・ Ground Support Unit（輸送支援隊）：輸送手段の手配や燃料補給を担当する。 

(ﾎ) Finance/Administration（財務／総務）  

 Finance/Administration Section（財務／総務部）は、事案への対処に支出した

費用の把握及び調達に必要な契約の監督を担当する。財務／総務部は、全ての

事案に設置されるわけではない。設置されるまでは、当然だが、総指揮官がこ

の任務にあたる。 

 財務／総務部は、次の４つの部隊に分ける場合が多い。 

① Time Unit（時間隊）： 全ての人員の勤務時間を記録する。 

② Procurement Unit（調達隊）：資機材のレンタルや購買契約に関係する全ての

書類作成作業を行う。 

③ Compensation/Claims Unit（賠償隊）：人員の怪我や病気に係る書類の作成や

資機材の損傷に係る損害賠償等に対応する。 

④ Cost Unit（費用隊）：あらゆる支出に関する情報を収集するとともに必要と

される費用の見積もり作成等も担当し、費用の節約に関する助言を実施す

る。 

ロ 施設設置手順の標準化 

 事案に対処するにあたっては、現地にさまざまな施設を設置しなければならな

いが、どのような施設を設置すべきかについて ICS では標準化した。主な施設は

次のとおり。 

(ｲ) Incident Command Post（ICP）（現地指揮本部） 

Incident Commander が駐在し、全ての指令を発する場所である。Planning 

Section もこの中に設置される場合が多い。空き地、テント、ビルの一室、車の
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中等、場所は様々である。例えば、２００１年９月１１日の同時多発テロでペ

ンタゴンへの航空機墜落事案の際には、ペンタゴンの近隣の空き地に巨大なテ

ントを張って ICPとし、全ての ICSの全ての機能が設置され、指揮がとられた。 

それぞれの事案について設置される ICP の数は１つが原則である。 

なお、ICPと市（City）郡（County）が設置するEmergency Operations Center(EOC)

（非常事態運用室）との関係が問題になることが多い。米国の多数の市・郡・

州がそれぞれ独自に EOC を所有しており、事案が発生した場合には役所職員・

他の機関の連絡員・市長等が執務する。原則として EOC は Operation の指揮は

とらず、市や州全体の広範囲にわたる資源配分や対応等の後方支援業務が主と

なる。例えば、 

・ 現場から要求のあった資源の調達及び Staging Area への急行の指示 

・ 広域非難が必要とされる場合の指示 

・ 臨時避難所の設置 

・ ICS 報道官との広報調整 

・ 防災放送等による警報の発令 

・ 政治的な問題の調整 

・ 上位の組織への支援の要求等（市のレベルで対応していた場合には州

に対して支援を要求、州のレベルでも対応できない場合は、大統領に

支援を要求、等）  

である。しかしながら、多くの場合、ICPとEOCとの連絡が悪く、問題が生

じている。6

(ﾛ) Staging Area（待機所） 

 資源（人・物）が、任務の割り当てがあるまで、待機する場所。５分以内に

                                                      
6 2001 年 9 月 11 日ペンタゴン事案に関するArlington Countyの報告書参照。 
 http://www.co.arlington.va.us/emergency/  
 http://www.co.arlington.va.us/fire/edu/about/pdf/after_report.pdf  
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出動できる場所でなければならない。事案によっては複数設置される場合もあ

る。責任者は、Staging Area Manager（待機所管理官）であり、同官は Operation 

Section Chief（運用部長）に対して報告する義務がある。 

(ﾊ) Incident Base（基地） 

 現場での主要な支援業務が行われる場所を言う。通常は、Logistic Section（兵

站部）がこの中に置かれ、Facility Unit（施設隊）が管理する。Incident Command 

Post と同じ場所に設置されることが多い。 

(ﾆ) Camp（キャンプ） 

 作業する者に対して、宿泊や食料等を提供する場所を言う。Incident Base（基

地）とは別に設置される。複数設置される場合もある。地名が付けられる場合

が多い（A 地区キャンプ、B 通りキャンプ、C 港キャンプ等）。Staging Area（待

機所）との違いは、Staging Area が直ちに出動する準備を整えた資源が待機す

る場所であるのに対し、Camp の中の資源は、直ちに出動することを要しない

点である。なお、常に Camp が設置されるとは限らない。 

(ﾎ) Helibase（ヘリコプター基地） 

 ヘリコプターを駐機し、整備し、燃料を補給する場所である。 

(ﾍ) Helispots（ヘリコプター着陸地点） 

 ヘリコプターが離着陸し、荷物を乗降機させる場所である。 

ハ 用語の統一化 

ICS の重要な特徴として、用語の統一化がある。それぞれの機関が異なった用

語を使っていたのでは十分な意思疎通ができないということが背景にある。 

統一化された用語は、表３－１及び表３－２のとおりである。 
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表 3-1 組織名称 

用語 意義 
Section（部） 機能別（運用、計画、兵站、財務／総務）の任務を担う

組織の名称。Branch（課）と Incident Commander（総指
揮官）の中間。 

Branch（課） Division や Group の数が Span of Control（監督限界）を
超えた場合に設立される組織。地域別または機能別に設
置される。Operations Section（運用部）に設置される
場合は、Division/Group（係/班）と Section（部）の中間。
Logistics Section（兵站部）に設置される場合は、Unit（隊）
と Section（部）の中間。 

Division（係） 地域ごとの運用を担当する組織。Task Forces/Strike Teams
（連合部隊／機動部隊）と Branch（課）の中間。 

Group（班） Operations Section（運用部）に設置される機能別（警察
班、消防班、救護班等）の組織。Resouce（資源）と Branch
（課）の中間。 

Unit（隊） Planning （ 計 画 部 ） ,Logistics （ 兵 站 部 ） , 
Finance/Administration（財務/総務部）に設置される機能
別の組織。 

Single Resources
（単独資源） 

単独の個人、資機材。 

Strike Team（機
動部隊） 

同じ種類の資源の集合体（警察官だけの部隊等） 

Task Force（連
合部隊） 

特定の目的を持った異なった種類の資源の集合体（警察
官と消防官の混合部隊等）。 

表 3-2 役割呼称 

役職 呼称 補佐人の呼称 

Incident Commander（総指揮
官） 

Incident Commander
（総指揮官） 

Deputy 

Command Staff（指揮部スタッ
フ） 

Officer（官） Assistant 

Section（部） Chief（部長） Deputy 

Branch（課） Director（課長） Deputy 

Division/Group（係/班） Supervisor(係長/班長) なし 

Strike Team/Task Force（機動
部隊/連合部隊） 

Leader（隊長） なし 

Unit（隊） Leader（隊長） Manager 

Single Resource（単独資源） 資源の名称を使用 なし 

ニ Span of Control（監督限界）の設定 

Span of Control とは、一人の指揮官が監督できる部下の人数を言う。ICS では、
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一人の指揮官が監督できる人数は、３人から７人とし、５人程度が 適であると

している。この人数の範囲に満たないか超える場合には、Incident Commander は、

組織構成を見直さなければならない。 

ホ Incident Action Plan(IAP)（事案対処計画）の標準化 

 Incident Action Plan（IAP）は、口頭で伝えられるにしろ、書面にするにしろ、

必ず作成されなければならないものである。しかしながら、かつては様式が統一

化されずに混乱を招いていた。そこで、ICS では、これらの様式を標準化し、あ

らゆる事案で使用できるものとした。 

 IAPには、主として次の書類が含まれる。7

(ｲ) Statement of Objectives（目標シート） 

 達成すべき目標を記載したもの。目標は、測定可能なものでなければならな

い。（様式：ICS Form 202） 

(ﾛ) Organization（組織図） 

 次の運用期間の組織構成は、どのようにするかを記載したもの。（様式：ICS 

Form 203） 

(ﾊ) Tactics and Assignments（戦術及び資源割振り） 

 目標達成のための戦術及びどのような人的資源や資機材が割り当てられる

かを記載したもの。（様式：ICS Form 204） 

(ﾆ) Supporting Material（参考文書） 

 通信計画（ICS Form 205）、医療計画（ICS Form 206）、地図、輸送計画、気

象情報、特殊警報、安全警報等。なお、通信計画と医療計画以外は、標準化さ

                                                      
7 全ての様式が、次のWeb-Siteからダウンロード可。 
 http://www.wildlandfire.net/groups.asp?catID=2&catName=Forms  
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れた様式はなく、適宜作成される。 

ヘ 役割・責任や手順の明確化 

 事案への対応を容易にするため、全ての者が共通に従わなければならない手順

として次の事項を定めている。 

・ 基本的に全ての役割分担を自分の所属する ICS 組織から受けること。（自分

が報告すべき場所、報告すべき時刻、任務遂行時間、割り当てられた任務

の内容、通信方法等） 

・ 自分の任務遂行に必要な消耗品や資機材は、自分で持ってくること。（長期

の任務遂行の場合は日常品等も） 

・ 現場に到着しだい、必ずチェックインをすること。チェックインをする場

所は、事案によって異なるが、概ね次のような場所である。 

 Incident Command Post の Resource Unit（資源管理隊） 

 Staging Area（待機所） 

 Base（基地）または Camp 

 Helibase（ヘリコプター基地） 

 Division（係）や Group（班）の長 

・ 無線交信の際は、誰にでもわかるように明瞭に話し、無線コールサイン等

は使用しないこと。施設名称は、事案の名称や場所の名称を付加して呼称

すること（「△○事故災害現地指揮本部」、「△○公園待機所」のように）。

人の呼称は ICS の役割呼称を使用すること（「△○係長」、「△○部長」のよ

うに）。 

・ 直属の上司から事案の概要に関するブリーフィングを受けること。自分の

役割を確実に理解すること。 

・ 必要な文書を受け取り、自分の作業場所は自分で探し設置すること。 
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・ 自分の部下は自分で組織し、自分でブリーフィングすること。 

・ 交代の者が来た場合には引継ぎのブリーフィングを実施すること。任務を

離れる前に自分が担当している書類を作成し、上司または文書隊に渡すこ

と。 

(3) ＩＣＳ教育 

 米国では、ＩＣＳを危機管理システムの標準にしている場合が多いため、ＩＣＳ

を教える民間のコンサルタントも非常に多い。公的機関では、ＦＥＭＡがインター

ネット上で通信教育（基礎コースのみ）8を提供している。ＵＳＣＧも、イントラ

ネット上で職員向けに基礎コース（ＩＣＳ１００）を提供しているほか、中級から

上級（ＩＣＳ２００－４００）については、研修所（Training Center Yorktown）に

て１週間程度の研修コースを設置し、教育をしている。また、国防総省等も独自に

通信教育やインストラクターによる研修会を提供している。なお、機関によっては、

幹部への昇進の条件として上級のＩＣＳ研修（ＩＣＳ４００）を修了していること

を条件にしている場合が多い。 

                                                      
8
  http://training.fema.gov/EMIWeb/IS/is195.asp  
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第４章  準備評価システム  

１  準 備 評 価基 準 の 必要 性  

 危 機 管 理 を 実 施 す る 際 、 も 困 難 な の が 、 そ の マ ネ ジ メ ン ト シ ス

テ ム の 有 効 性 が 実 際 に 災 害 や 事 件 が 発 生 す る ま で 確 認 で き な い こ と

に ある 。  

 「 リ ス ク 」 は 、 前 述 の よ う に 発 生 確 率 と 結 果 の 積 と し て 定 義 で き

る が 、 こ れ ま で に 経 験 の な い 災 害 等 の リ ス ク の 場 合 、 そ の 発 生 確 率

の 推定 さ え 困難 で あ る。  

 そ こ で 米 国 な ど で は 、 標 準 化 さ れ た 指 標 を 設 置 し 、 相 対 的 に 組 織

の 危 機 管 理 の 良 し 悪 し を 判 断 す る 準 備 体 制 評 価 と い う 手 法 が 開 発 さ

れ 、い く つ かの 連 邦 政府 機 関 で実 施 さ れて い る 。  

 こ こ で は 、 米 国 の 連 邦 非 常 事 態 管 理 庁 （ F E M A ） が 開 発 し た

CAR(Capab i l i t y  Asse s s men t  f o r  Read ine s s )と 米国 沿 岸警 備 隊 （ US C G）

の RMS（ R e a d i n e s s  M a n ag e m e n t  S y s t e m） に つ い て検 討 し てみ る こ と

と した い 。  

２  Ｃ Ａ Ｒ （ Capab i l i t y  Assessment  fo r  Read iness）  

 Ｃ Ａ Ｒ 1 は 、 １ ９ ９ ６ 年 に 上 院 が Ｆ Ｅ Ｍ Ａ に 対 し て 各 州 2 の 防 災

準 備 体 制 を 評 価 す る 基 準 を 作 成 す る よ う 要 請 し た こ と を 受 け て 制 定

さ れ た も の で 、 現 在 の と こ ろ 自 己 診 断 の た め の 参 考 基 準 で あ る が 、

近 い将 来 、連 邦 法 レ ベル（ NFPA1600） 3 で 法 制 化し 、強 制化 さ れ る

予 定で あ る 。  

                                                      
1  h t t p : / / w w w. f e m a . g o v / r r r / c a r n e w. s h t m
2  h t t p : / / w w w. o s p . s t a t e . o r . u s / o e m / R e l a t e d % 2 0 We b % 2 0 S i t e s / s t a t e s . h t m
3  h t t p : / / w w w. d a v i s l o g i c . c o m / N F PA 1 6 0 0 . h t m # M a n d a t o r y
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 ＣＡ Ｒ は 、次 の １ ３の 主 要 素 ( E M F s 4 )か ら な る 。  

EMF#1   法 律と 権 限 （ Laws  and  Au tho r i t y）  

EMF#2   危 険 要 素 の 特 定 と 危 険 評 価 （ H a z a r d  I d en t i f i c a t i o n  an d  R i s k  

A s s e s s men t）  

EMF#3   危 険要 素 の 削減 （ Haza rd  Mi t i ga t i on）  

EMF#4   資 源管 理 （ R e so u r c e  M a n ag e men t）  

EMF#5   計 画（ Plann ing）  

EMF#6   命 令、 監 督 、調 整 （ D ir e c t io n ,  Con t ro l ,  a nd  Coo r d in a t io n）  

EMF#7   通 信と 警 報 （ Communica t i on  and  Warn ing）  

EMF#8   運 用と 手 続 き（ O p e r a t i o n  an d  P r o c e d u r e）  

EMF#9   兵 站と 施 設 （ L o g i s t i c s  a n d  F a c i l i t i e s）  

EMF#10   訓 練（ Tr a in in g）  

EMF#11   演 習 、評 価 、改善 活 動（ Exerc i s e s ,  Eva lua t i ons ,  and  Cor r ec t i v e  

Ac t i ons）  

EMF#12   危 機の 伝 達 、大衆 教 育 、情 報（ C r i s i s  C o m mu n i c a t ion ,  Pu b l i c  

Ed u c a t i o n ,  an d  In fo r ma t i o n）  

EMF#13   財 務と 監 督 （ F in a n c e  an d  A d mi n i s t r a t i on）  

上 記 の 項 目 は 、 さ ら に ５ ～ １ ０ 個 の 小 項 目 に そ れ ぞ れ 分 か れ 、 そ

れ ぞれ ５ 段 階（ １ ～ ５点 ）評 価で 自 己 評価 し て いく シ ス テム で あ る 。

詳 細次 の と おり 。  

EM F  # 1  法律 と 権 限 （ Laws  and  Au tho r i t y）  

 こ の 項 目 の 下 で は 、 州 の 法 律 で 非 常 事 態 管 理 の 責 任 が ど こ に

あ る か が 明 確 に さ れ て い る か 、 避 難 命 令 の 発 令 権 限 が 誰 に あ る

の か 、 知 事 に 万 が 一 の 事 態 が あ っ た 場 合 の 権 限 の 継 承 順 位 が 明

                                                      
4   E S F  =  E m e r g e n c y  M a n a g e m e n t  F u n c t i o n  
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ら か に な っ て い る か 、 市 や 郡 と い っ た 地 域 的 な レ ベ ル で 独 自 な

非 常 事 態 管 理 シ ス テ ム （ 建 築 基 準 等 を 含 む ） の 構 築 を 許 し て い

る か否 か（ 許 し て い る方 が 良 い）、環 境 保護 法 の 基準 を 州 が満 た

し て い る か 否 か 、 州 法 が 政 令 や 地 域 独 自 の 法 令 に よ っ て 自 治 体

等 の 地 域 が 独 自 の 防 災 基 準 を 制 定 す る こ と を 許 し て い る か 否 か

（ 許し て い る方 が 良 い）、人 権 保護 法 を 州が 遵 守 して い る か 、連

邦 ダ ム 建 設 安 全 プ ロ グ ラ ム に 基 づ い た 州 法 を 制 定 し て い る か 否

か 、 連 邦 非 常 事 態 計 画 及 び 情 報 公 開 法 を 州 が 遵 守 し て い る か 、

連 邦 歴 史 遺 産 保 護 法 を 州 が 遵 守 し て い る か 、 州 が 信 託 基 金 を 設

立 し て い る か 、 が 評 価 項 目 で あ り 、 ２ ０ ０ ０ 年 度 の Ｅ Ｍ Ｆ ＃ １

の 全米 平 均 得点 は 、「 ４ ． １ 」で あ る 。  

EM F  # 2  危険 要 素 の 特定 と 危 険評 価（ Haza rd  Iden t i f i c a t i on  and  R i s k  

A s s e s s men t）  

 この 項 目 の下 で は 、州 が 自 然災 害・科 学 技 術 災害・人 為的

災 害に 関 す る危 険 要 素の 特 定 と評 価 を して い る か 、特 定 さ れ

た 危 険 要 素 に 対 す る 防 護 の レ ベ ル が 十 分 か 否 か の 評 価 を し

て いる か 、が 評価 項 目で あ り 、２０ ０ ０年 度 の ＥＭ Ｆ ＃ ２ の

全 米平 均 得 点は 、「 ３． １ ６ 」で あ る 。  

EM F  # 3  危険 要 素 の 削減 （ Haza rd  Mi t i ga t i on）  

 この 項 目 の下 で は 、連 邦 ダ ム建 設 安 全プ ロ グ ラム を 州 が 実

施 して い る か 、連 邦 危険 要 素 削減 プ ロ グラ ム を 州が 実 施 し て

い るか 、が 評価 項 目 であ り 、２ ００ ０ 年度 の Ｅ ＭＦ ＃ ３ の 全

米 平均 得 点 は「 ３ ． ８１ 」 で ある 。  

EM F  # 4  資源 管 理 （ R e so u r c e  M a n ag e men t）  

 こ の 項 目 の 下 で は 、 非 常 事 態 の 際 に 連 邦 政 府 機 関 が ど ん な 能
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力 を 提 供 で き る か に つ い て 州 が 十 分 な 知 識 を 有 し て い る か 否 か 、

州 非 常 事 態 管 理 庁 が 任 務 遂 行 の た め の 十 分 な 人 材 （ 常 任 ス タ ッ

フ ） を 有 し て い る か 、 州 非 常 事 態 管 理 庁 が 人 材 （ 非 常 勤 ス タ ッ

フ を 含 む ） の 研 修 訓 練 を 実 施 し て い る か 、 州 非 常 事 態 計 画 に 関

係 機 関 の 活 動 の 調 整 方 法 が 明 記 さ れ て い る か 、 非 常 事 態 の 際 に

活 用 で き る 資 源 リ ス ト が 作 成 さ れ か つ 新 の 状 態 を 維 持 し て い

る か 、 隣 接 国 ・ 民 間 企 業 等 と 相 互 協 力 協 定 を 結 ん で い る か 、 非

常 事 態 の 際 に 支 援 に 駆 け つ け て く る 資 源 の た め の 待 機 所

（ St a g i n g  A r e a ） が 各 所 に 設 定 さ れ て い る か 、 大 量 破 壊 兵 器

（ WM D）に よる テ ロ 事案 に 対 応す る た めの 資 機 材を 購 入 して い

る か 、 が 評 価 項 目 で あ り 、 ２ ０ ０ ０ 年 度 の Ｅ Ｍ Ｆ ＃ ４ の 全 米 平

均 得点 は 「 ３． ２ ９ 」で あ る 。  

EM F  # 5  計画 （ Plann ing）  

 こ の 項 目 の 下 で は 、 総 合 的 な 危 険 削 減 計 画 が 制 定 さ れ て い る

か 、 州 ダ ム 建 設 安 全 計 画 プ ロ グ ラ ム に 事 故 時 の 計 画 が 含 ま れ て

い る か 、 非 常 事 態 運 用 計 画 、 警 報 発 令 計 画 、 通 信 計 画 、 広 報 計

画 、 人 的 資 源 運 用 計 画 、 避 難 計 画 、 医 療 計 画 、 避 難 施 設 設 置 計

画 、 軍 隊 支 援 要 請 計 画 、 ボ ラ ン テ ィ ア 活 用 計 画 、 大 量 破 壊 兵 器

（ ＷＭ Ｄ ）対 応 計 画、法 令 執 行計 画 、防 火 計 画、捜 索 救 助計 画 、

動 物 管 理 計 画 、 非 常 用 食 料 等 配 布 計 画 、 輸 送 計 画 、 エ ネ ル ギ ー

提 供 計 画 、 有 害 物 質 対 応 計 画 、 が あ る か 等 が 評 価 項 目 で あ り 、

２ ０ ０ ０ 年 度 の Ｅ Ｍ Ｆ ＃ ５ の 全 米 平 均 得 点 は 「 ３ ． ５ ６ 」 で あ

る 。  

EM F  # 6  命令 、 監 督 、調 整 （ D ir e c t io n ,  Con t ro l ,  a nd  Coo r d in a t io n）  

こ の項 目 の 下で は 、 非常 事 態 運用 セ ン ター （ Ｅ ＯＣ ） の 運
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用 手順 が 制 定さ れ か つ試 験 さ れて い る か、 職 員 への Ｉ Ｃ Ｓ 研

修 は十 分 か 、州 非 常 事態 管 理 庁と 他 の 州政 府 機 関と の 調 整 手

続 きが 確 立 され て い るか 、 隣 接州 や 隣 接国 ・ ボ ラン テ ィ ア 組

織 等と の 調 整手 続 き が確 立 さ れて い る か、 Ｆ Ｅ ＭＡ 等 の 連 邦

政 府機 関 と の調 整 手 続き が 確 立さ れ て いる か 、 が評 価 項 目 で

あ り、２ ０ ００ 年 度 のＥ Ｍ Ｆ ＃６ 全 米 平均 得 点 は「 ３ ．７９ 」

で ある 。  

EM F  # 7  通 信と 警 報 （ Communica t i on  and  Warn ing）  

  こ の 項 目 の 下 で は 、 通 信 シ ス テ ム が 設 置 さ れ て い る か 、 職

員 が 十 分 Ｉ Ｃ Ｓ 手 順 を 習 得 し て い る か 、 衛 星 ・ 無 線 ・ 移 動 体 等

に よ る バ ッ ク ア ッ プ 通 信 シ ス テ ム が あ る か 、 信 頼 性 の 高 い 警 報

発 令 シ ス テ ム を 有 し て い る か 、 が 評 価 項 目 で あ り 、 ２ ０ ０ ０ 年

度 のＥ Ｍ Ｆ ＃７ 全 米 平均 得 点 は「 ３ ． ９８ 」 で ある 。  

EM F  # 8  運 用と 手 続 き（ O p e r a t i o n  an d  P r o c e d u r e）  

 こ の 項 目 の 下 で は 、 損 害 評 価 の 手 順 が 確 立 さ れ て い る か 、 職

員 が 関 連 法 令 を 熟 知 し て い る か 、 他 の 州 や 連 邦 政 府 機 関 等 と の

調 整 手 順 が 確 立 さ れ て い る か 、 軍 隊 支 援 要 請 手 順 が 確 立 さ れ て

い るか 、法 令執 行 手 順が 確 立 され て い るか 、輸 送計 画 が ある か 、

消 火 計 画 が あ る か 、 捜 索 救 助 手 順 が 確 立 さ れ て い る か 、 危 険 物

対 処 手 順 が 確 立 さ れ て い る か 、 ボ ラ ン テ ィ ア と の 調 整 手 順 が 確

立 さ れ て い る か 、 非 常 時 エ ネ ル ギ ー 供 給 手 順 が 確 立 さ れ て い る

か、W M D 対 応手 順 が 確立 さ れ てい る か、等 が 評 価項 目 で あり 、

２ ００ ０ 年 度の Ｅ Ｍ Ｆ＃ ７ 全 米平 均 得 点は「 ３．５ ５ 」で ある 。  

EM F  # 9  兵 站と 施 設 （ L o g i s t i c s  a n d  F a c i l i t i e s）  

 この 項 目 の下 で は、非 常 事 態運 用 セ ンタ ー（ E O C）（ バ ック ア
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ッ プ 施 設 を 含 む ） が 設 置 さ れ 必 要 な 機 能 が 備 わ っ て い る か 、 災

害 復 旧 セ ン タ ー （ D R C） 設 置 の た め の 手 順 や 人 材 が 確 立 さ れ て

い る か 、 州 政 府 機 能 を 万 一 の 際 移 動 す る 手 順 や 施 設 が あ る か 、

兵 站 計 画 が あ る か 、 が 評 価 項 目 で あ り 、 ２ ０ ０ ０ 年 度 の Ｅ Ｍ Ｆ

＃ ９全 米 平 均得 点 は 「３ ． １ ８」 で あ る。  

EM F  # 10  訓 練（ Tr a in in g）  

 こ の 項 目 の 下 で は 、 ２ 年 に １ 度 研 修 計 画 の 見 直 し を し て い る

か 否 か 、 非 常 事 態 管 理 研 修 コ ー ス が 提 供 さ れ て い る か 、 研 修 コ

ー ス は 規 定 の モ デ ル を 使 用 し て い る か 、 研 修 コ ー ス の 開 発 に 規

定 の シ ス テ マ チ ッ ク な 手 法 を 取 り 入 れ て い る か 、 研 修 コ ー ス の

提 供 ・ 維 持 能 力 を 有 し て い る か 、 研 修 コ ー ス の 評 価 能 力 を 有 し

て い る か 、 が 評 価 項 目 で あ り 、 ２ ０ ０ ０ 年 度 の Ｅ Ｍ Ｆ ＃ １ ０ 全

米 平均 得 点 は「 ３ ． ７４ 」 で ある 。  

EM F  # 11  演 習 、 評 価 、 改 善 活 動 （ E x er c i s e s ,  E v a l u a t i o n s ,  a n d  

C o r r e c t i v e  A c t i o n s）  

 こ の 項 目 の 下 で は 、 非 常 事 態 管 理 訓 練 プ ロ グ ラ ム が 確 立 さ れ

て い る か 、 非 常 事 態 運 用 計 画 に 従 っ た 訓 練 を 実 施 し て い る か 、

多 年 度 に 渡 る 訓 練 計 画 が 組 ま れ て い る か 、 訓 練 は 関 連 規 則 に 従

っ た も の で あ る か 、 テ ロ 対 応 訓 練 を 実 施 し て い る か 、 訓 練 に は

評 価 シ ス テ ム が 備 わ っ て い る か 、 訓 練 の 改 善 シ ス テ ム は 備 わ っ

て い る か 、 が 評 価 項 目 で あ り 、 ２ ０ ０ ０ 年 度 の Ｅ Ｍ Ｆ ＃ １ １ 全

米 平均 得 点 は「 ３ ． ５６ 」 で ある 。  

EM F  # 12  危 機の 伝 達、大 衆 教 育、情 報（ C r i s i s  Co m mu n i c a t i on ,  Pu b l i c  

Ed u c a t i o n ,  an d  In fo r ma t i o n）  

 こ の 項 目 の 下 で は 、 一 般 大 衆 に 対 す る 準 備 教 育 プ ロ グ ラ ム が
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あ る か 、 非 常 事 態 の 際 の 大 衆 へ の 情 報 の 提 供 手 順 が 確 立 さ れ て

い る か 、 合 同 広 報 セ ン タ ー の 設 置 の た め の 手 順 が 備 わ っ て い る

か 、 が 評 価 項 目 で あ り 、 ２ ０ ０ ０ 年 度 の Ｅ Ｍ Ｆ ＃ １ ２ 全 米 平 均

得 点は 「 ３ ．５ ０ 」 であ る 。  

EM F  # 13  財 務と 監 督 （ F in a n c e  an d  A d mi n i s t r a t i on）  

 この 項 目 の下 で は 、州 が 毎 年の 評 価 結果 に 基 づき 戦 略 計 画 を

策 定し て い るか 否 か 、 F E M A の 補 助 金 は戦 略 計 画に 従 っ て使 用

さ れて い る か、 F E MA 補 助 金 供与 政 策 に関 す る 十分 な 知 識を 州

政 府職 員 が 有し て い るか ま た その 政 策 を遵 守 し てい る か 、 非 常

事 態の 際 の 保障 や 費 用回 収 計 画を 管 理 する た め のプ ロ グ ラ ム を

有 して い る か、 非 常 事態 の 際 の費 用 の 記録 シ ス テム が 備 わ っ て

い るか 、 が 評価 項 目 であ り 、 ２０ ０ ０ 年度 の Ｅ ＭＦ ＃ １ ３ 全 米

平 均得 点 は 「３ ． ８ ７」 で あ る。  

 

 こ の よ う に Ｃ Ａ Ｒ は 、 自 己 点 検 の た め の 一 種 の チ ェ ッ ク リ ス ト の

よ う な も の に な っ て い る が 、 内 容 は 非 常 に 細 か く な っ て お り 、 問 題

の 発 見 や 将 来 の 戦 略 計 画 の 策 定 に は 極 め て 有 効 な も の に な っ て い る 。

な お 、 上 記 の Ｃ Ａ Ｒ は 州 政 府 を 対 象 に し た も の で あ る が 、 Ｆ Ｅ Ｍ Ａ

で は内 容 を 若干 変 更 し質 問 文 の主 語 を「地 方 政 府」（ 市・郡等 ）に し

た もの （ L o c a l  C A R） も開 発 し、 地 方 政府 に 提 供し て い る。  

３  Ｒ Ｍ Ｓ （ Read iness  Management  Sys tem）  

米 国 沿 岸 警 備 隊 （ Ｕ Ｓ Ｃ Ｇ ） も 多 く の 船 舶 海 難 や 重 油 流 出 事 故 等

へ の 対 応 が 求 め ら れ て お り 、 Ｆ Ｅ Ｍ Ａ と 同 じ 動 機 で 準 備 体 制 の 評 価

シ ステ ム の 構築 が 進 めら れ た。Ｕ Ｓ Ｃ Ｇで は 、Ｆ Ｅ Ｍ Ａ とは 異 な り 、
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次 の６ つ を 評価 基 準 に置 い て いる 。  

・  Po ep l e（ 人 材）  

・  Tr a in in g（ 訓練 ）  

・  Eq u i p men t（ 資機 材 ）  

・  Su pp ly（ 消 耗品 ）  

・  I n f r a s t ruc tu r e（ 施 設 ）  

・  In fo r ma t io n（ 情 報 ）   

 各項 目 は それ ぞ れ 再分 化 さ れた 項 目 から な っ てい る が 、Ｕ Ｓ Ｃ Ｇ の

イ ント ラ ネ ット 上 に 構築 さ れ たデ ー タ ウェ ア ハ ウス に よ って 、Ｕ Ｓ Ｃ

Ｇ 内の 各 種 デー タ ベ ース か ら 自動 的 に 上記 の 情 報を 収 集 し、瞬 時 に し

て その 評 価 結果 を イ ント ラ ネ ット 上 に 表示 す る 。評 価 結 果は 、５ 段 階

（ 緑（ 準 備 よし ）、黄 色（ 部 分 的に 準 備 よし ）、赤（ 準 備 不 良）、青（過

剰 準備 状 態）、 グ レ ー（ 評 価 不可 能 ）） で 示 さ れる 。  

 なお 、当 然で あ る が 、無 限 大に 準 備 体制 を 高 めれ ば よ いと い う も の

で もな い 。小 さ な 投 入で 大 の効 果 を 得ら れ る よう 、効 率を 高 め る 必

要 があ る 。こ の点 を U S C G で は 、図 ４ －１ 上 の「 P o in t  o f  M an ag eme n t  

E ff ec t i venes s」 と し て 表 現 し 、 で き る 限 り 右 に 寄 せ る よ う 勧 告 し て い

る 。  
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図  4 -1 結 果 － リ ス ク － 準 備 － 資 源 の 関 係  
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第５章  提言  

１  対 応 シ ステ ム の 標準 化  

(1 ) Ｉ Ｃ Ｓ と通 常 の 経営 組 織 や官 僚 組 織と の 相 違  

 通常 時 の 組織 と い うも の は 、民 間 企 業 、官 庁 、軍 隊 等 を問 わ ず 、

基 本 的 に 中 央 集 権 型 の ピ ラ ミ ッ ド 組 織 で あ る 「 官 僚 制 」 と 言 わ れ

る 組 織 形 態 を と る 場 合 が 多 か っ た 。 近 は 、 組 織 の フ ラ ッ ト 化 や

自 律 化 が 叫 ば れ 、 ネ ッ ト ワ ー ク 型 組 織 1 や プ ロ ジ ェ ク ト 型 組 織 2

等 、新 た な 形態 の 組 織が 多 く なり つ つ ある 。  

 こ の よ う な 組 織 論 的 な 角 度 か ら Ｉ Ｃ Ｓ を 見 た 場 合 、 そ れ は 、 一

種 の プ ロ ジ ェ ク ト 型 組 織 で あ る と 言 う こ と が わ か る 。 突 発 的 に 発

生 し た 災 害 対 応 と い う 特 定 プ ロ ジ ェ ク ト の た め に 臨 時 に 組 織 さ れ

る もの で あ るか ら で ある 。交 通事 故 が 発生 し た 場合 を 例 にと れ ば 、

ま ず、巡 回 中の 警 察 官が 現 場 に到 着 し た時 点 で ＩＣ Ｓ が 組織 さ れ 、

In c id e n t  C o m ma n d e r を 決め 、 そ の下 に 必 要に 応 じ て、 G e n er a l  St a f f

を 組織 す る 。そ し て 、徐 々 に 必要 に 応 じて 、組 織を 拡 大 して い く 。

こ れは 、 ま さに 臨 時 に作 ら れ たプ ロ ジ ェク ト チ ーム で あ る。  

 一 般 に プ ロ ジ ェ ク ト 型 組 織 の 長 所 と し て は 、 １ ） 高 フ レ キ シ ビ

リ テ ィ ： 環 境 の 変 化 に 柔 軟 に 対 応 で き る 、 ２ ） 迅 速 な 対 応 ： 課 題

対 応型 で あ り、組 織 目的 が 明 確な た め、迅 速 な 対応 が 可 能で あ る 、

３ ）組 織 の 活性 化：横 の 人 間 関係 が で き 、組 織 の活 性 化 に繋 が る 、

等 が 指 摘 さ れ 、 短 所 と し て は 、 １ ） 命 令 系 統 の あ い ま い 性 ： 既 存

の 組 織 と の 整 合 性 が と り 難 く 、 指 示 命 令 系 統 が あ い ま い で あ る 、

２ ） 実 行 上 の 問 題 ： 設 置 さ れ た 組 織 に 責 任 と 権 限 が な い た め 、 決

                                                      
1  社 内 の み な ら ず 社 外 の 組 織 と も 連 携 を と り 、 擬 似 的 な 会 社 と し て 振 舞 う 組 織 形 態 。  
2  既 存 の 組 織 の 中 に 、 特 定 の 課 題 に 対 し て 臨 時 的 ・ 横 断 的 に 編 成 さ れ た 組 織 形 態 。  
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定 内 容 が 現 場 で 実 行 さ れ な い 、 ３ ） 評 価 上 の 問 題 ： プ ロ ジ ェ ク ト

で の 活 動 成 果 が 、 既 存 の 組 織 内 で は あ ま り 評 価 さ れ ず 、 参 加 意 欲

を 阻害 す る 等が 指 摘 され て い る。  

 Ｉ Ｃ Ｓ の 場 合 、 こ の よ う な 短 所 の う ち 、 命 令 系 統 の あ い ま い 性

に つい て は、Uni f i ed  Co mmand を 設け る こと 、実 行上 の 問 題に つ い

て は 、 全 国 的 に 統 一 さ れ た マ ニ ュ ア ル に 責 任 と 権 限 を 明 記 す る こ

と によ り 、 ある 程 度 問題 が 解 決さ れ て いる 。  

 こ の よ う に Ｉ Ｃ Ｓ は 、 全 米 中 で 設 置 方 法 等 が 高 度 に 標 準 化 さ れ

た プロ ジ ェ クト 型 組 織と み な すこ と が でき る 。  

(2 ) 共 通 言 語と し て のＩ Ｃ Ｓ  

我 が 国 は 、 防 災 対 策 は 、 主 要 な 公 共 事 業 と し て 、 多 く の ダ ム 建

設 や 防 波 堤 建 設 、 耐 震 工 事 等 が 行 わ れ て き た 。 し か し な が ら 、 こ

れ ら は 、 主 と し て 災 害 の 「 予 防 」 を 主 眼 に お い た 施 策 で あ っ て 、

想 定規 模 を 超え る 災 害が 発 生 した 場 合 には 、何 の役 に も 立た な い 。

言 い換 え れ ば、過 度 に「 予 防」策 に 依 存し 、「対 応 」策 を軽 ん じ て

き たと も 言 える 。  

阪 神・淡 路 大震 災 を 教訓 に 政 府の 危 機 管理 能 力 の向 上 が 叫ば れ 、

大 規 模 災 害 発 生 時 等 に は 、 首 相 及 び 閣 僚 が 参 集 し 、 政 府 と し て の

意 思 決 定 を 行 う こ と が で き る よ う 、 首 相 官 邸 に 危 機 管 理 セ ン タ ー

が 設置 さ れ た。こ こ には 、関 係省 庁 か らヘ リ テ レ画 像 3 が 送 ら れ 、

正 に非 常 事 態オ ペ レ ーシ ョ ン セン タ ー（ E O C）と 言う べ き もの で あ

る。ま た 、い くつ か の 地方 自 治 体も こ の よう な Ｅ ＯＣ を 設 置し た 。  

こ の よ う に 、 我 が 国 は 、 ハ ー ド ウ ェ ア 的 な も の は 比 較 的 充 実 し

                                                      
3  ヘ リ コ プ タ ー か ら 撮 影 し た 映 像 の 中 継 装 置 。  
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て い る と も 言 え る 。 し か し な が ら 、 ソ フ ト 面 、 す な わ ち 、 マ ネ ジ

メ ン ト ・ シ ス テ ム に つ い て は 、 こ れ ま で に 述 べ た と お り 、 多 く の

問 題を 抱 え てい る 。  

そ こ で 、 我 々 が な す べ き こ と は 、 マ ネ ジ メ ン ト ・ シ ス テ ム を 改

善 す る こ と で あ る 。 具 体 的 に は 、 Ｉ Ｃ Ｓ に 類 す る 標 準 化 さ れ た マ

ネ ジメ ン ト ・シ ス テ ムを 導 入 する こ と であ る 。  

非 常 時 に は 、 多 く に 人 々 の 協 力 が 必 要 に な る こ と は い う ま で も

な い が 、 そ の 際 、 必 要 と な る の が 共 通 の 土 台 で あ る 。 言 い 換 え れ

る と、「 共 通の 言 語 」で あ る 。Ｉ Ｃ Ｓ は、ま さ に共 通 の 言語 に な る

も ので あ る 。  

我 々 が 、 平 常 時 の 組 織 活 動 を 行 う 場 合 、 決 し て マ ネ ジ メ ン ト ・

シ ス テ ム が 標 準 化 さ れ て い る 必 要 は な い 。 む し ろ 、 企 業 が 競 争 に

勝 ち 残 る た め に は 、 他 社 に ま ね の で き な い よ う な 独 特 の マ ネ ジ メ

ン ト・ シ ス テム を 構 築し て い くこ と が 望ま し い とも 言 え る。  

し かし 、非 常時 に は 企業 や 官 庁の 枠 を 超え た 協 力が 必 要 にな る 。

そ の た め に は 、 多 数 の 組 織 を 、 ネ ッ ト ワ ー ク 組 織 化 し 、 現 場 に Ｉ

Ｃ Ｓ の よ う な プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム を 作 る の で あ る 。 そ の た め に は

「 共通 の 言 語」 が 必 要に な っ てく る こ とは 当 然 であ ろ う 。  

日 本 と い う 国 は 、 ピ ラ ミ ッ ド 型 組 織 で ボ ト ム ア ッ プ 型 の 意 思 決

定 を ど こ の 組 織 で も 行 っ て き た 。 役 所 も 企 業 も で あ る 。 日 本 企 業

は 、 ボ ト ム ア ッ プ 型 業 務 プ ロ セ ス の 典 型 と も 言 う べ き 「 カ イ ゼ ン

（ 改善 ）」で 品質 管 理 を実 施 し 、極 め て 質の 高 い 商品 を 輸 出す る こ

と で こ れ ま で 成 功 し て き た 。 し か し 、 こ の シ ス テ ム は 、 社 会 が オ

ー ト マ チ ッ ク に 成 長 し 、 大 き な 変 化 の な い 場 合 に は 機 能 す る が 、

大 きな 変 化 が生 じ た 場合 に は 、機 能 し ない 。  
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 大 規 模 な 災 害 の 発 生 等 は 、 ま さ に 、 こ の 「 大 き な 変 化 」 が 生 じ

た 場 合 に 相 当 す る 。 言 い 換 え る と 、 社 会 全 体 で ネ ッ ト ワ ー ク 組 織

や プ ロ ジ ェ ク ト 組 織 が 増 加 し 、 組 織 が フ ラ ッ ト 化 し て い る の と 、

災 害 時 に プ ロ ジ ェ ク ト 組 織 で あ る Ｉ Ｃ Ｓ を 設 置 す る の と は 、 根 源

が 同じ な の では な い だろ う か 。  

 我 々 は 、 今 こ そ 、 社 会 全 体 の フ ラ ッ ト 化 に 合 わ せ て 、 危 機 管 理

シ ステ ム も 改善 し 、柔 軟 性 の 高い も の とす る 必 要が あ る と考 え る 。 

(3 ) 日 本 に おけ る ICS 導 入 の 可能 性  

現 在 、 我 が 国 に お い て は 、 災 害 対 策 基 本 法 を ベ ー ス に 防 災 基 本

計 画 が 、 震 災 、 風 水 害 、 火 山 災 害 、 雪 害 、 海 上 災 害 、 航 空 災 害 、

鉄 道 災 害 、 道 路 災 害 、 原 子 力 災 害 、 危 険 物 等 災 害 、 大 規 模 な 火 事

災 害 、 林 野 火 災 、 そ の 他 の 災 害 ご と に 個 別 に 定 め ら れ 、 更 に 地 方

自 治体 が 、 これ ら に 基づ い て 地域 防 災 計画 を 定 めて い る 。  

 し か し な が ら 、 防 災 基 本 計 画 に は 、 非 常 に 細 か く 、 事 前 の 準 備

や 役 割 分 担 等 が 規 定 さ れ て い る 反 面 、 共 通 の 通 信 手 段 や 通 信 用 語

は 規 定 さ れ て お ら ず 、 ま た 、 指 揮 所 の 設 置 の 規 定 も な け れ ば 、 指

揮 命 令 系 統 も あ い ま い で あ る 。 言 い 換 え れ ば 、 全 て 平 常 時 と 同 じ

組 織 に よ り 、 平 常 時 と 同 じ 縦 割 り の ま ま 対 応 す る こ と が 前 提 に な

っ てい る 。  

 １ ９ ９ ９ 年 に 発 生 し た Ｊ Ｃ Ｏ 臨 界 事 故 4 後 に 制 定 さ れ た 原 子 力

災 害 対 策 特 別 措 置 法 で は 、 上 記 の 災 害 対 策 基 本 法 の 仕 組 み に 加 え

て 、 原 子 力 災 害 時 の 組 織 編 成 （ 対 策 本 部 の 構 成 ） や 各 原 子 力 発 電

所 に オ フ サ イ ト セ ン タ ー （ 要 す る に 災 害 時 に 指 揮 所 と な る オ ペ レ

                                                      
4  茨 城 県 東 海 村 に あ る 核 燃 料 加 工 を 行 う J C O社 の 加 工 施 設 で 1 9 9 9 年 9 月 3 0 日 に 発 生 し た 事

故 。 加 工 過 程 で 核 反 応 が 臨 界 に 達 し 、 多 く の 放 射 性 物 質 が 大 気 中 に 放 出 さ れ 、 一 人 が 死 亡 、

二 人 が 重 傷 を 負 っ た 。  
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ー シ ョ ン セ ン タ ー ） の 設 置 を 義 務 付 け 、 緊 急 事 態 宣 言 の 発 令 等 に

つ い て 規 定 し て い る 。 し か し な が ら 、 組 織 の 編 成 が 固 定 的 で 柔 軟

性 は 乏 し い 。 こ の 中 で 、 設 置 が 義 務 付 け ら れ て い る オ フ サ イ ト セ

ン ター は 、Ｉ Ｃ Ｓ の E me rg e n cy  O p e r a t i on  C e n t e r (E O C )に 相 当す る も

の とし て 理 解で き る 。  

 地方 自 治 体が 制 定 する 地 域 防災 計 画 では 、通 報様 式 や 通報 手 順 、

対 応 組 織 ま で 非 常 に 細 か く 規 定 さ れ て い る が 、 こ れ ら は 、 自 治 体

ご と に 異 な り 、 他 県 か ら 支 援 に 駆 け つ け る 各 種 の 応 援 部 隊 が 対 応

し にく い 。  

 ま た 、 各 省 庁 、 各 地 方 自 治 体 が 、 そ れ ぞ れ 独 自 に 災 害 発 生 時 の

対 応マ ニ ュ アル と し て、訓 令 や通 達 を 制定 し て おり 、こ れら に は 、

相 当詳 細 に さま ざ ま な手 順 が 規定 さ れ てい る 。  

 更 に 、 国 際 条 約 に 基 づ く 対 応 シ ス テ ム が 存 在 し て い る 場 合 が あ

る 。 国 際 海 事 機 関 （ Ｉ Ｍ Ｏ ） で 採 択 さ れ た 「 １ ９ ７ ９ 年 海 上 に お

け る捜 索 及 び救 助 に 関す る 国 際条 約（ ＳＡ Ｒ 条 約）」 5 が それ で あ

る 。 こ の 条 約 は 、 ま さ に Ｉ Ｃ Ｓ と 同 様 に 組 織 や 用 語 等 が 国 際 的 に

標 準 化 さ れ た 対 応 シ ス テ ム で あ っ て 、 我 が 国 に お い て は 関 係 省 庁

（ 主 に 海 上 保 安 庁 ） が 条 約 の 内 容 を 実 施 す る た め の マ ニ ュ ア ル を

制 定 す る こ と に よ り 担 保 さ れ て い る 。 な お 、 米 国 の 沿 岸 警 備 隊 等

で は 、 Ｓ Ａ Ｒ 条 約 に 基 づ い た 対 応 を Ｉ Ｃ Ｓ に 「 プ ラ グ イ ン 」 し 、

２ つの シ ス テム を 融 合さ せ て いる 6 。  

 こ の よ う に 、 現 在 、 非 常 に 多 く の 対 応 シ ス テ ム が 災 害 種 類 別 、

組 織別 ま た は地 域 別 に制 定 さ れて お り、非 常 に 複雑 に な って い る 。

                                                      
5  I M O ,  I n t e r n a t i o n a l  C o n v e n t i o n  o n  M a r i t i m e  S e a r c h  a n d  R e s c u e ,  1 9 7 9  
6  U S C G  I n c i d e n t  M a n a g e m e n t  H a n d b o o k ( I M H )［ 2 0 0 1］、 C h a p t e r  1 3   
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Ｉ Ｃ Ｓ を 導 入 す る こ と が で き れ ば 、 こ れ ら が 簡 素 化 さ れ 、 多 少 の

教 育を 受 け れば 、誰 でも 理 解 でき る も のに な る が、そ の ため に は 、

既 存 の 多 く の 法 律 、 条 例 、 訓 令 、 通 達 を 改 正 ま た は 新 規 立 法 し な

け れば な ら ない で あ ろう 。  

 ま た 、 日 本 の よ う に ボ ト ム ア ッ プ 型 、 言 い 換 え れ ば 稟 議 制 に よ

る 意 思 決 定 に 深 く 馴 染 ん だ 文 化 を 持 つ 場 合 、 Ｉ Ｃ Ｓ の よ う に 現 場

の 長 が 自 律 的 に 判 断 し な け れ ば な ら な い シ ス テ ム が ど こ ま で 機 能

す るか と い う疑 問 も 残る 。  

 従 っ て 、 Ｉ Ｃ Ｓ を 日 本 に 導 入 す る た め に は 、 非 常 に 強 い リ ー ダ

ー シッ プ の 下で 、 強 力に 実 施 する 必 要 があ る で あろ う 。  

 な お 、 公 的 な 防 災 シ ス テ ム と し て Ｉ Ｃ Ｓ を 導 入 す る 場 合 に は 、

上 記の よ う に 、相 当 の作 業 が 必要 に な るが 、民 間や 非 政 府組 織（ Ｎ

Ｐ Ｏ ） が 自 主 的 に 導 入 す る 場 合 に は 、 手 続 き 的 に は 容 易 で あ る 。

例 え ば 、 民 間 企 業 の 危 機 管 理 シ ス テ ム と し て Ｉ Ｃ Ｓ を 導 入 し て い

る 例 は 、 米 国 に は 多 数 存 在 し 、 我 が 国 に お い て も 若 干 で あ る が 存

在 して い る 様子 で あ る 。更 に 、米 国 で は 、病 院 にお け る 危機 管 理 、

学 校 に お け る 危 機 管 理 等 に も Ｉ Ｃ Ｓ が 導 入 さ れ つ つ あ る 。 こ の よ

う に 私 的 組 織 等 の 自 主 的 な 危 機 管 理 シ ス テ ム と し て 導 入 す る こ と

は 比 較 的 容 易 に で き る で あ ろ う 。 そ の た め に は 、 い く つ も の テ ン

プ レ ー ト を 構 築 す る 必 要 が あ る が 、 日 本 の 場 合 は 政 府 機 関 以 外 の

組 織か ら 先 に浸 透 を 図る 方 が 現実 的 か もし れ な い。  

２  準 備 評 価の 政 策 評価 へ の 活用  

「 行 政 機 関 が 行 う 政 策 の 評 価 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 三 年 六 月 二

十 九 日 法 律 第 八 十 六 号 ）」（ 以 下 、「 政 策 評 価 法 」 と い う 。） が 制 定
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さ れ 、 中 央 省 庁 等 の 行 政 機 関 に そ れ ぞ れ の 政 策 の 評 価 計 画 の 作 成

及 び定 期 的 な評 価 の 実施 が 義 務付 け ら れた 。研 究開 発 や 公共 事 業 、

政 府開 発 援 助等 に つ いて は 事 前評 価 も 義務 付 け られ た 。  

こ れ に 基 づ き 、 行 政 機 関 の 防 災 政 策 等 の 危 機 管 理 政 策 も 当 然 評

価 の 対 象 と な っ た 。 し か る に 危 機 管 理 政 策 は ど の よ う に 評 価 す る

こ とが で き るの か 。  

通 常 時 の 政 策 （ 例 え ば 道 路 建 設 等 の 公 共 事 業 や 教 育 政 策 等 ） の

場 合 、常 に 計画（ Pl an）→ 実 施（ Do）→ 評価（ S e e）の サ イク ル が

回 っ て お り 、 政 策 の 実 施 の 前 後 で 評 価 す る こ と が で き る 。 ま た 、

災 害 の 予 防 を 目 的 と し た 政 策 で あ れ ば 、 実 際 に 災 害 の 発 生 件 数 が

ど の 位 減 少 し た か で 事 後 評 価 も 可 能 で あ る 。 し か し な が ら 、 災 害

の 発 生 後 の 対 応 を 目 的 と し た 政 策 の 場 合 、 特 に 滅 多 に 発 生 し な い

地 震 や 放 射 能 事 故 等 へ の 対 応 政 策 に つ い て は 、 事 象 が な か な か 発

生 しな い た め、 評 価 がな か な か実 施 で きな い 。  

こ れ ま で も 、 リ ス ク ・ ア セ ス メ ン ト の 手 法 や 費 用 便 益 分 析 の 手

法 等 が 活 用 さ れ て き た が 、 こ れ だ け で は 、 全 体 を 評 価 す る の は 困

難 であ る 。  

そ こ で 、 重 要 に な っ て く る の が 組 織 評 価 の 手 法 で あ り 、 第 ３ 章

で 述 べ た 「 準 備 評 価 」 で あ る 。 す な わ ち 、 あ る 地 域 が 万 が 一 の 場

合 に 迅 速 、 効 果 的 か つ 効 率 的 な 対 応 を す る 能 力 を 有 し て い る か 否

か で評 価 す る。  

実 際 に 米 国 で は 、 FE M Aが 、 政 府 業 績 評 価 法 （ G P R A 7 ） に よ る

義 務 を 満 た す た め に 前 述 の C A R （ C ap a b i l i t y  A s s e s s men t  f o r  

                                                      
7  1 9 9 3  G o v e r n m e n t  P e r f o r m a n c e  a n d  R e s u l t s  A c t s。 日 本 の 政 策 評 価 法 の モ デ ル と な っ た 米 国

の 連 邦 法 。  
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R e a d i n e s s） を使 用 し てい る 。  

Ｃ Ａ Ｒ の よ う な 全 国 規 模 統 一 の 評 価 指 標 を 設 定 し 、 地 域 ご と に

そ の 災 害 等 へ の 対 応 能 力 を 評 価 す る こ と が で き れ ば 、 地 域 間 で の

相 互 刺 激 も 生 ま れ 、 問 題 点 も 次 第 に 明 ら か に な り 、 日 々 の 改 善 作

業 に資 す る こと に な るの で は ない か と 考え る 。  
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おわりに  

 冒頭 に こ の論 文 の 目的 は 、危 機 管 理 のベ ス ト プラ ク テ ィス を 構 築 す

る こと で あ ると 述 べ た。 そ し て、 米 国 の例 を 調 査し 、 Ｉ ＣＳ こ そ 危 機

管 理の ベ ス トプ ラ ク ティ ス で はな い か と考 え た 。実 際 、 私が 米 国 の Ｆ

Ｅ ＭＡ や Ｕ ＳＣ Ｇ を 調査 し 、 数々 の 人 にイ ン タ ビュ ー す る中 で 、 多 く

の 人 た ち が Ｉ Ｃ Ｓ こ そ 危 機 管 理 の ベ ス ト プ ラ ク テ ィ ス で あ る と 主 張

し てい た 。  

 マネ ジ メ ント の 改 善の 基 本 は、 も 良い サ ン プル 、 す なわ ち ベ ス ト

プ ラク テ ィ スに 学 ぶ こと で あ る。 こ の 意味 で 、 我々 も 米 国の Ｉ Ｃ Ｓ に

学 び、 日 本 版に 多 少 の修 正 を 加え て 輸 入す べ き であ る 。  

 文化 の 違 いか ら く る壁 は 、 非常 に 高 いに 違 い ない 。 し かし 、 硬 直 的

な 官僚 制 は 、危 機 管 理に ふ さ わし く な い。  

 こ の 論 文 が で き る 限 り 多 く の 賛 同 を 得 ら れ る こ と を 望 ん で 止 ま な

い 。  
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